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計画の概要

1. 策定背景と主旨 

 

戦後、栄養状態の改善や医学の進歩等により、わが国の平均寿命は急速に延び、現在世界有数の長

寿国となっています。しかし、食生活や身体活動等の生活習慣が主な要因といわれる心疾患や脳血管疾

患、がん等のいわゆる「生活習慣病」に罹患し死亡する人や、そのことにより介護を必要とする人は増加し

ています。 

また、急速に少子高齢化や核家族化が進行し、高齢者世帯や単身世帯も増加しています。生活様式

や価値観が変化・多様化し、地域においても人々のつながりが希薄になるなど、コミュニティの存続自体が

危惧される時代になっています。生涯にわたり健やかで心豊かに暮らすことは、すべての人が望む共通の

願いです。このことから、国は平成 12 年に、早世や要介護状態を減少させ健康寿命の延伸等を図るため

に、21 世紀の新しい国民健康づくり運動として「健康日本 21」を策定しました。さらに平成 14 年 8 月に国

民の健康維持と疾病予防を目的とした法律「健康増進法」を制定し、市町村に「健康増進計画」の策定に

努めるよう定めました。 

平成 25 年には新たな計画として、健康寿命の延伸に加え、健康格差の縮小や生活習慣病の重症化

予防、社会環境の整備等を目標とした「健康日本 21（第二次）」が策定されています。 

このような背景から、本市では、平成 13 年に富士市健康増進計画「健康ふじ 21 計画」を策定し、市民

の健康寿命の延伸を目指し、ライフステージに応じた健康づくり対策を推進するなど、健康でいきいきと暮

らせるまちづくりに取り組んできました。また、平成 23 年には「健康ふじ 21 計画」の取組結果を踏まえ、新

たに第二次富士市健康増進計画「健康ふじ 21 計画Ⅱ」を策定し、市民とともに健康づくり対策を進めてき

ました。 

本計画は、前計画である「健康ふじ 21 計画Ⅱ」の基本的な考え方を継承しつつ、今後の社会情勢の

動向を見据えた本市の健康課題に対応する計画としています。生活習慣病の発症及び重症化予防、地

域と協働で取り組む健康づくり等を重点的に推進し、市民の健康づくり運動をさらに支援していくなど、健

康寿命の延伸と生活の質の向上に努めていきます。 

 

2. 計画の位置づけ 

 

本計画は、健康増進法第 8 条に規定する「市町村健康増進計画」として定めるものであり、本市の実情

に応じた健康づくり施策の基本計画かつ行動計画となるものです。また、がん対策基本法や脳卒中・循環

器病対策基本法に規定される基本的施策を包含し、国が示す「健やか親子 21」の地方計画の側面も有

します。 

富士市総合計画を上位計画とし、「富士市自殺対策計画」や「富士市国民健康保険データヘルス計

画」、「ふじパワフル 85 計画」等、関連する計画との整合性を図り策定しています。 

第１章 
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3. 計画の期間 

令和 4 年度（2022 年度）から令和 8 年度（2026 年度）までの 5 年間を計画の期間とします※ 1。  

 

 

※ 1 当 初 予 定で は 、 令 和 3 年 度 か ら 令 和 7 年 度を 計 画 期 間と し て い たが 、 令 和 2 年 初 旬 から 世 界 的 に広 ま っ た 新 型コ ロ ナ ウ イル ス

感 染症（ COVID­ 19）の 社 会的 影 響が 甚 大 で あ った こ と 、また こ れ まで の 習 慣 や 社会 常 識 が 劇的 に 変 化す る 可 能 性 があ っ た こ と

か ら、本 計 画の 策 定を 1 年間 延 長 し てい る 。なお 、上位 計 画 で あ る 第 六次 富 士 市 総 合計 画 の 計 画期 間 と の整 合 性 に 留 意し て い る 。 
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次 期計 画  

計画策定  

健康ふじ 21 計画Ⅲ 
（第三次富士市健康増進計画） 

最 終評 価  

第六次富士市総合計画  第五次富士市総合計画  

最 終評 価  

取組の み継 続
健康ふじ 21 計画Ⅱ 

（第二 次富 士市 健康 増進 計画 ）  
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富士市保健部  

4. 計画の策定体制 

 

富士市保健部健康政策課と地域保健課課員を構成員とする「第三次富士市健康増進計画検討会議」

を設置し、関係機関等への聞き取りや調整を踏まえながら計画案の作成を行いました。また、関係機関・

団体、学識経験者等で構成する「富士市健康づくり推進協議会」にて、計画案に関する審議を重ねまし

た。 

策定にあたっては、健康ふじ 21 計画Ⅱの最終評価や各種統計分析、市民健康意識調査等を実施し、

本市の実情を反映した計画としています。 

 

■ 策定体制 
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富士市の健康状況 

1. 人口動態 

（１）人口減少と高齢化の進展  

●本市の令和 27 年（2045 年）推計人口は 183,328 人であり、平成 27 年（2015 年）人口の 248,399

人と比較し、30 年間で約 6.5 万人減少（増減率△26.2％）すると見込まれています。 

●年齢区分別の増減率をみると、0 歳～14 歳と 15 歳～64 歳はそれぞれ約 4 割減少するとの予測に

対し、75 歳以上はおよそ 5 割増加すると予測されています。 

図１ 年齢区分別人口の推計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）産業別人口割合 

図２ 産業別人口割合の比較                  

                                   ●本市は、製造業や建設業などの第二次産業        

に従事する者の割合が 4 割と、静岡県や全

国に比べて高いという特徴があります。  
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資料：H27国勢調査・国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 総数
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（ H27 年 と R27 年 と の 比 較 ）  
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△43.2％ 
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（３）平均寿命  

●平成 27 年の本市の平均寿命※1 は、男性 80.6 歳、

女性 86.9 歳となっており、平成 7 年からの 20 年

間で男性は 4.9 歳、女性は 4.3 歳延びています。 

●男女とも静岡県や全国を下回る水準で推移してき 

ましたが、その差は年々縮小しています。 

図３ 平均寿命の年次推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

死 亡 率 が 今 後 も 変 わ ら な い と 仮 定

し、その年に生まれた 0 歳児があと何

年生きられるかを表す数値。0 歳時点

での平均余命のこと。「実際に亡くなっ

た時の年齢の平均」ではない。 

※ 1 平均寿命とは 
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（４）健康寿命（平均自立期間）  

●健康寿命とは、「健康上の問題で日常生活が制限なく生活できる期間」と定義されています。 

●健康寿命の算出には様々な手法がありますが、市区町村における健康寿命として活用できる指標は、

介護レセプト等データを用いた「日常生活動作が自立している期間の平均」が最も妥当な指標とされ

ています。介護保険認定の要介護 2 以上を「介護が必要な期間」と定め、0 歳時点からの平均余命

（平均寿命）から差し引いた期間を平均自立期間としています。 

●本市の平均自立期間は、男女とも静岡県に比べ短く、要介護の期間は、男性は若干短く、女性は長

い状況にあります。全国比較では、平均自立期間は、男性は短く、女性は同程度であり、要介護の期

間は男女とも短い状況です。 

図４ 市区町村における健康寿命の考え方  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 平均自立期間と平均余命、要介護の期間の比較（令和元年度） 

 
男性 女性 

平均自立期間 

0 歳時点からの

平均余命 
（平均寿命） 

介護を必要 

とする期間 
平均自立期間 

0 歳時点からの

平均余命 
（平均寿命） 

介護を必要 

とする期間 

富士市 79.4 年 80.7 年 1.3 年 83.9 年 86.9 年 3.0 年 

静岡県 80.1 年 81.5 年 1.4 年 84.4 年 87.2 年 2.8 年 

全 国 79.8 年 81.3 年 1.5 年 84.0 年 87.3 年 3.3 年 

資料：国保デー タベース（KDB）システムより算 出  
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（５） 出生  

●本市の出生数は年々減少しており、令和元年の出生数は 1,580 人で過去最低となっています。平成

21 年と比較すると 728 人減少しています。 

●合計特殊出生率※2 は、1.5～1.6 で推移していましたが、令和元年は 1.44 と大きく低下しています。 

図５ 本市の出生数と合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「15～49 歳までの女性の年齢別出生

率を合計したもの」で、一人の女性が

その年齢別出生率で一生の間に生むと

したときの子どもの数に相当する。 

※ 2 合計特殊出生率とは 
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（６） 死亡数・死亡割合  

●全死亡数（図６）は、平成 21 年には 2,123 人でしたが、令和元年には 2,622 人と 10 年間で 500 人

程増加しています。 

●死因別死亡数（図６）は、悪性新生物（がん）が 700 人前後と最も多く、次いで心疾患、脳血管疾患が

続いていましたが、年々老衰が増加し、平成 30 年には死因の第 3 位となっています。 

●令和元年の死因別死亡割合（図７）を見ると、生活習慣病 3 大疾患といわれる悪性新生物・心疾患・

脳血管疾患の合計割合は 49.1％であり、死因の半数を占めています。 

図６ 全死亡数および主な死因別死亡数の年次推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

図７ 死因別死亡割合（令和元年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県人 口動態統計

資料：静岡県人 口動態統計※H29 以降は肺炎には誤嚥性肺炎を含む 

生活習慣病３大疾患割合 

49.1％ 
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（７）標準化死亡比（SMR）  

●静岡県平均を 100 とし比較した標準化死亡比（対静岡県 SMR）※3 は、男性 105.7、女性 102.3 と、

男女とも静岡県平均を超えています。また、対全国の SMR も同様です。 

●対静岡県の死因別標準化死亡比（SMR）を見ると、男性は「悪性新生物（がん）」、高血圧性疾患や

心疾患、脳血管疾患等の「循環器系の疾患」、「肺炎」、「不慮の事故」、「腎不全」、「糖尿病」、「自

殺」、女性は「悪性新生物（がん）」、「循環器系の疾患」、「肺炎」、「腎不全」、「自殺」が静岡県平均

を超えています。特に男性は、「糖尿病」と「腎不全」、女性は「肺炎」と「腎不全」が高比率です。 

●死亡率が静岡県並みであった場合、何人の死亡が抑制できるかを試算した「超過死亡」※4 を見ると、

男性は「悪性新生物（がん）」が 29.7 人と最も多く、女性は「循環器系の疾患」が 25.7 人、次いで「悪

性新生物（がん）」12.1 人と多い状況です。 

表 2 H27-R1 死因別標準化死亡比（全世代）  

 

男性 女性 

年間平均 

死亡数 

対静岡県 対全国 
年間平均 

死亡数 

対静岡県 対全国 

SMR 
超過 

死亡 
SMR 

超過 

死亡 
SMR 

超過 

死亡 
SMR 

超過 

死亡 

総数 1,346  105.7  ▲72.0 105.2  ▲66.6 1,205 102.3  ▲27.4 103.9  ▲45.7 

悪性新生物（がん） 428  107.4  ▲29.7 102.9  ▲12.0 280 104.5  ▲12.1 98.0  ▽5.8 

循環器系の疾患 330  106.2  ▲19.2 107.9  ▲24.1 351 107.9  ▲25.7 108.9  ▲28.6 

老衰 54  74.4  ▽18.5 119.6  ▲8.8 154 84.2  ▽28.9 120.0  ▲25.7 

肺炎 95  106.0  ▲5.4 91.1  ▽9.4 77 113.9  ▲9.4 93.0  ▽5.8 

不慮の事故 44  103.5  ▲1.5 103.4  ▲1.4 30 94.5  ▽1.7 99.2  ▽0.3 

腎不全 28  112.0  ▲3.0 121.6  ▲5.0 26 112.3  ▲2.8 114.0  ▲3.2 

糖尿病 24  150.7  ▲8.2 171.8  ▲10.2 13 97.9  ▽0.3 115.0  ▲1.7 

自殺 31  103.8  ▲1.1 110.2  ▲2.8 11 105.9  ▲0.6 95.0  ▽0.6 

資料：静岡県市 町別健康指 標（Vol.30）  

図 8 Ｈ27-R1 死因別標準化死亡比（全世代） 

          

        

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある集団の死亡率を年齢構成比の異なる集団と比

較するための指標。集団について予測される死亡数

と実際の死亡数との比。基準集団の平均を 100 と

し、この値が 100 以上であると基準集団よりも死亡

率が高いと判断でき、100 以下であれば死亡率が低

いと判断できる。 

※ 3 標準化死亡比（SMR）とは 

死亡率が基準並みであった場合、何人の死亡が抑

制できるか試算したもの。その疾患の対策の優先度

が高いまたは低いことを表す。 

▲は、死亡数が基準より 1 年当たり何人多いかを

表し、▽は、死亡数が基準より 1 年当たり何人少な

いかを意味する。 

※ 4 超過死亡とは 

男性  女性  

資料：静岡県市 町別健康指 標（Vol.30） 
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（８）主な疾病の死亡状況  

● 悪性新生物（がん）  

●令和元年の悪性新生物（がん）の部位別死亡割合（図９）は、男性は「気管・気管支及び肺」が最も多

く、次いで多い「胃」、「大腸」で全体の半数を占めています。女性は「気管・気管支及び肺」と「大腸」

が多く、全体の 3 割弱を占めています。静岡県と比較し、男性は「大腸」、女性は「胃」の割合が高い

傾向がみられます。 

●死亡数の年次推移（図１０）をみると、男女とも増減はあるものの、緩やかに増加傾向が見られます。特

に大腸がんは男女ともに増加傾向にあります。 

●部位別の標準化死亡比（図１１）をみると、対静岡県では、男性は「肝及び肝内胆管」、「大腸」、「胃」、

「気管、気管支及び肺」の順に高く、女性は「胃」、「子宮」、「乳房」、「大腸」の順に高比率です。 

図９ 悪性新生物部位別死亡割合（令和元年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県人 口動態統計  
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図 10 悪性新生物 死亡総数及び部位別死亡数の年次推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 Ｈ27-R1 悪性新生物部位別標準化死亡比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性  女性  

資料：静岡県市 町別健康指 標（Vol.30） 
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●循環器系の疾患（心疾患・脳血管疾患）  

●循環器系疾患の標準化死亡比を見ると、男女ともに心疾患全体より脳血管疾患全体が高い傾向に

あります。特に脳内出血は静岡県や全国に比べ非常に高比率です。 

図 12 Ｈ27-R1 心疾患・脳血管疾患/疾患別標準化死亡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 特定健康診査の状況（健康状況） 

（1）健診結果 

●特定健診受診者の受診結果を見ると、男女とも、「肥満者」、「メタボリックシンドローム該当者」、「高血

圧症有病者」、「脂質異常症有病者」が、静岡県と比較し有意に高い状況です。 

表 3 特定健診受診者の受診結果（平成 30 年度）  

 男性 女性 

※
5 該当比 ※

6 有意差 ※
5 該当比 ※

6 有意差 

肥満者 105.8 ▲▲ 109.1 ▲▲ 

メタボリックシンドローム該当者 109.4 ▲▲ 111.7 ▲▲ 

高血圧症有病者 107.1 ▲▲ 108.6 ▲▲ 

脂質異常症有病者 105.1 ▲▲ 105.2 ▲▲ 

糖尿病有病者 103.2 ▲ 99.8 ▽ 

 ※6▲▲有意に高い／▲高いが有意ではない／▽低いが有意ではない／▽▽有意に低い 

 
※ 5 該当比（標準化該 当比）は、静岡県全体の結 果と比較し た結果 。静岡県全体を 100（基準）とし 、100 より大きい場合 は該当

者出現率が静岡 県全体より も高く 、100 より小さい場合は静岡 県全 体より低いこと を示す。  

※ 6 有意差は、統計的 に差がある か検定した結果 。「有意差あり」と なった場合は、偶然 ではなく 差が ある、関連が認めら れるとい

う解釈が可能。  

資料：静岡県/平成 30 年度特定健 診・特定保健指 導に係る健 診等デ ータ報告書より 作成

男性  女性  

資料：静岡県市 町別健康指 標（Vol.30） 
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（２）肥満・メタボリックシンドローム該当者  

●平成 22 年度の静岡県平均を 100 とし、本市の平成 22 年度から 30 年度までの特定健診受診者の

受診結果を比較した標準化該当比※7 は、肥満者は男女とも全ての年度で平成 22 年度の静岡県平

均である 100 よりも高く、年々上昇傾向にあります。 

●メタボリックシンドローム※8 該当者（以下メタボ該当者）も、男性は静岡県平均と比べ高く、年々上昇傾

向にあります。女性は、平成 24 年度から 26 年度にかけて低下し、平成 25 年度と 26 年度について

は静岡県平均よりも下回りましたが、平成 27 年度以降は上回るなど高い傾向が続いています。 

図 13 肥満者標準化該当比の経年推移（性別）  

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県／ 平成 30 年度特定健診・特定保健 指導に係る 健診等 データ報告書よ り作成  

図 14 メタボリックシンドローム該当者の標準化該当比の経年推移（性別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県／ 平成 30 年度特定健診・特定保健 指導に係る 健診等 データ報告書よ り作成  

 

 

 

 

 

  

 

年齢調整死亡率（間接法）の算出方法に準じ

て、平成 22 年度の静岡県全体の年齢階級別該

当出現割合を基準（100.0）とし、項目毎に各

年度の該当比を表している。  

なお、年齢構成の異なる地域間の状況や経時

的な推移を比較できるよう、年齢構成の差異を

調整し（標準化）算出している。 

※ 7 標準化該当比  経年推移の見方  

内臓に脂肪が蓄積する肥満（内臓脂肪型肥満）

に加え、高血圧・脂質異常・高血糖のうち、2 項

目以上が該当している状態をメタボリックシン

ドロームという。一つひとつの異常は軽度でも、

それらが重なり合うことで動脈硬化になりやす

く、脳血管疾患や虚血性心疾患を引き起こす可

能性が高まる。 

※ 8 メタボリックシンドロームとは  
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図 15 肥満者該当割合の経年推移  

●肥満者の該当割合も 3 割を超え年々増加して  

おり、平成 30 年度は 4 割弱となっています。静  

岡県と比較しても高い傾向にあります。 

 

 

 

 

資料：静岡県／ 平成 30 年度特定健診・特定保健 指導に  

係る健診等デー タ報告書よ り作成  

 

（３）高血圧症・脂質異常症・糖尿病の有病者  

●男性の有病者※9 該当比を見ると、高血圧症や脂質異常症は平成 22 年度の静岡県平均と比べ高い

傾向が続いています。また、糖尿病については下降傾向が見られていましたが、平成 27 年度には

101.0 となり、以降も高い傾向は続いています。 

●女性の有病者該当比を見ると、高血圧症は平成 22 年度の静岡県平均よりも高い傾向にはありました

が年々下降し、平成 28 年度以降は平成 22 年度の静岡県平均を下回っています。反面、脂質異常

症は年々上昇し高い傾向が続いています。糖尿病については平成 22 年度の静岡県平均を下回る

傾向が続いていましたが、平成 26 年度以降年々上昇し、平成 30 年度は 100.2 となっています。 

図 16 高血圧症・脂質異常症・糖尿病の有病者該当比の経年推移（性別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県／ 平成 30 年度特定健診・特定保健 指導に係る 健診等 データ報告書よ り作成  

 
「都道府県健康増進計画改定ガイドライン（確定版）」（平成 19 年 4 月） 

の参酌標準を参考に定義。 

なお、糖尿病有病者は国際標準値（NGSP 値）を使用し、「標準的な健 

診・保健指導プログラム【改訂版】」（平成 25 年 4 月）により定義。 

 

〇高血圧症有病者 収縮期血圧が 140ｍｍHg 以上、または拡張期血圧が 90ｍｍHg 以上の者。 

もしくは、血圧を下げる薬服用者。 

〇脂質異常症有病者 中性脂肪 150ｍｇ/ｄｌ以上、または HDL コレステロール 40ｍｇ/ｄｌ未満、 

または LDL コレステロール 140ｍｇ/ｄｌ以上、もしくはコレステロールを下げる薬服用者。 

〇糖尿病有病者 空腹時血糖 126ｍｇ/ｄｌ以上、または HbA1ｃ6.5 以上、もしくはインスリン注射 

または血糖を下げる薬内服者。 

※ 9 有病者の定義  
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3. 医療の状況  

（１）受診状況 ＜富士市国民健康保険＞  

●富士市国民健康保険の疾患別レセプト件数は、高血圧症が 5 万 2 千件と最も多く、次いで筋・骨格  

糖尿病、脂質異常症が多い状況にあります。 

図 17 疾患別レセプト件数（令和２年度）  
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（２）医療費 ＜富士市国民健康保険＞  

●富士市国民健康保険における医療費の経年推移（図１8）を見ると、被保険者数の減少により総医療

費は減少傾向にあります。一人当たり医療費は年々増加していましたが、令和 2 年度は減少に転じて

います。 

●疾患別の医療費（図１9）は、悪性新生物が 25.2 億円と最も多く、次いで筋・骨格、精神、糖尿病、高

血圧の順に高額となっています。 

図 18 医療費の経年推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 疾患別医療費（令和２年度）  
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（３）人工透析の状況 

●人工透析者が該当する腎臓機能障害 1 級の身体障害者手帳交付者は、概ね 700 人から 800 人で

推移しています。新規手帳交付者も年平均 100 人程で推移しており、減少傾向は見られません。 

●平成 27 年度から令和元年度までの 5 年間の新規手帳交付者は、70～79 歳が最も多いものの、4 人

に 1 人は 59 歳以下の働き盛り世代の人が占めています。 

●新規手帳交付者の透  

析導入主要原疾患（図２1）を見ると、糖尿病性腎症が 5 割以上を占めています。 

表 4 富士市身体障害者手帳／腎機能障害１級 総数と新規手帳交付数  

 

図 20 富士市身体障害者手帳／腎機能障害１級  

年齢階級別新規手帳交付者（平成 27 年度～令和元年度合計） 

 

 

 

 

 

 

. 

 

 

 

 

 

図 21 富士市身体障害者手帳／腎機能障害１級  

新規手帳交付者の透析導入主要原疾患（令和元年度）  

 

 

 

 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 合計 割合 

総数 771 806 847 779 795 － － 

新規手帳交付者 96 84 125 88 105 498 100.0％ 

新
規
交
付
者
内
訳 

39 歳以下 2 3 3 2 3 13 2.6% 

40～49 歳 8 10 5 10 8 41 8.2% 

50～59 歳 17 14 15 16 15 77 15.5% 

60～69 歳 22 20 28 18 21 109 21.9% 

70～79 歳 27 17 41 25 28 138 27.7% 

80 歳以上 20 20 33 17 30 120 24.1% 
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4. 介護の状況 

（１）介護認定の状況 

●65 歳以上を対象とする 1 号認定率は 16.7％で、静岡県や全国と比べると低率です。 

●40 歳から 64 歳までを対象とする 2 号認定率は 0.4％と、静岡県や全国と同率です。 

●新規認定率は 0.2％と、静岡県や全国より若干低い状況です。 

●要介護 2 以上の認定率は 9.2%で、静岡県と同率ですが、全国よりは低い状況です。 

表 5 介護認定率の比較（令和 2 年度） 

 富士市 静岡県 全国 

1 号認定率（65 歳以上） 16.7％ 17.6％ 19.9％ 

2 号認定率（40 歳～64 歳） 0.4％ 0.4％ 0.4％ 

新規認定率 0.2％ 0.3％ 0.3％ 

資料：国保デー タベースシ ステム （KDB） 

図 22 要介護区分別の介護認定率（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ： 国保 デ ータ ベ ース シ ステ ム （KDB） 
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（２） 要介護認定者の有病割合  

●要介護認定を受けている人のうち、生活習慣病に関連する疾患等の治療を受けている人は、静岡県

や全国に比べ、心臓病、高血圧症、認知症※10、脳疾患、アルツハイマー病の割合が高く、特に認知

症、アルツハイマー病はその差が大きいことがわかります。 

図 23 介護認定者の有病状況の比較（令和２年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １ ０ 血管性及び詳細不明 の認知症  

資料：国保デー タベースシ ステム （KDB） 

（３） 介護サービスの利用状況  

●介護サービス利用率は 83.9％で静岡県と同様ですが、全国と比べ高い傾向にあります。 

                                                  

図 24 要介護区分別の介護サービス利用率（令和２年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保デー タベースシ ステム （KDB） 
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市民の生活習慣と健康行動 

 

1. 市民健康意識調査の結果 

 

市民の生活習慣や健康意識を把握するため、健康意識調査を実施しました。 

（１）調査概要 

 

調査名 令和元年度 富士市 市民健康意識調査 

調査対象 富士市内在住の 12 歳から 74 歳までの男女を無作為抽出した 4,000 人 

調査期間 令和元年 11 月 5 日から 11 月 26 日 

調査方法 郵送による配布・回収 

回収状況 
アンケート配布数 有効回答数 有効回答率 

4,000 通 1,843 通 46.0％ 

※ 調査 結 果 の 注 意事 項  

・ 百分 率 は 小 数 点以 下 第 2 位 を四 捨 五入 し て 算 出 。こ の た め 、百 分 率 の合 計 が 100％ に な らな い こ と があ る 。  

・ 有効 回 答 数 よ り、 全 市 民 の母 集 団 に対 し 、 許 容 誤差 3％ 水 準 で 検 討 して い る 。  

  ※ 過 去 調 査 との 比 較 は 、対 象 を 12 歳 から 64 歳 ま でと し て 算 出 。  

（２）回答者基本属性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                             

 

 

中 学 生 ・ 高 校 生  12～18 歳  

青 年 期  19～29 歳  

壮 年 期  30～44 歳  

中 年 期  45～64 歳  

高 齢 期  65～74 歳  

第 3 章 
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（３）調査結果 

1. 食生活  

●朝食・昼食・夕食の 3 食を食べている市民は、男女ともに 8 割です。2 食のみの人は１割強で、朝食

を欠食している人が多くを占めています。 

●主食・主菜・副菜を「ほとんど毎日」そろえて食べている市民はおよそ 4 割です。中学生と高校生は 5

割を超えていますが、青年期になると 2 割と大きく減少しています。青年期のおよそ 4 人に 1 人が、

主食・主菜・副菜をそろえて食べることがほとんどないと答えています。 

●朝・昼・夕の 3 食とも野菜料理を食べている市民は 1 割です。2 食は食べる人と合わせても 5 割程度

です。過去の調査と比較して、「3 食食べる」と「2 食食べる」人は微増しています。 

 

図 1 食事スタイルや野菜摂取に関する性別・世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       ※過 去 調 査 比 較は 対 象を 12 歳 から 64 歳 ま でと し て 算 出  

 

 

主食・主菜・副菜をそろえて食べているか  

野菜料理を食べているか  

この 1 か月の食事スタイル 
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●週に 3 回以上就寝前 2 時間以内に夕食を摂っている市民は 2 割以上おり、青年期と壮年期は 3 割

と高い傾向にあります。 

●市民の 4 人に 1 人が毎日間食をしています。世代が上がるにつれ、ほとんど摂取しない人の割合は

高くなっています。 

 

図 2 夕食摂取や間食に関する性別・世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

週 ３回 以 上 就 寝前 2 時 間 以 内 に夕 食 を摂 る こ と が ある か  間食をしているか  
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2. 身体活動  

●2 割弱の市民が 1 日に 8 時間以上と長時間座っている生活を送っています。 

●1 日に立ったり歩いたりしている時間が 1 時間未満の市民は 1 割です。中年期が最も高い世代です

が、反面、3 時間以上歩いたり立ったりしている人の割合も青年期に次いで中年期は高く、活動量が

低い人と高い人の差が大きい世代であることがわかります。 

●健康のために意識的に体を動かす、または運動をしている市民はおよそ 6 割です。男性では高校生、

女性では高齢期でその割合は高く、7 割を超えています。反面、青年期女性と壮年期女性は 5 割を

下回っており、男女差が大きい世代といえます。過去調査と比べ大きな変化はみられません。 

図 3 身体活動に関する世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 過去 調 査 比 較 は対 象 を 12 歳 か ら 64 歳 ま で とし て 算 出  

ふだんの１日に座っている時間  ふだんの１日に歩いたり立ったりしている時間  

健康のために意識的に体を動かすまたは運動をしているか  
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3. 飲酒  

●お酒を飲む市民の割合はおよそ 5 割で、その約半数が 1 週間に 3 日以上の頻度でお酒を飲んでい

ます。特に中年期と高齢期は、毎日飲む人が 2 割と高い水準にあります。過去調査との比較では、

「飲まない」人が微減しています。 

●お酒を飲む市民のうち、1 日に 3 合以上飲む多量飲酒者は 1 割おり、最も高い水準にある世代は壮

年期です。割合は平成 22 年度調査比では同程度、平成 27 年度調査比では増加しています。 

 

図 4 飲酒に関する世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 過去 調 査 比 較 は対 象 を 12 歳 か ら 64 歳 ま で とし て 算 出  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 過去 調 査 比 較 は対 象 を 12 歳 か ら 64 歳 ま で とし て 算 出  
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１日に飲むお酒の量  
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4. 喫煙  

●たばこを吸っている市民の割合は、男性では 26.7％、女性では 9.6％です。壮年期男性と中年期男

性は 3 割を超えています。女性は中年期が 13.0％と最も高い世代です。過去調査と比較し、たばこ

を吸っている人の割合は減少しています。 

●たばこを吸っている男性の 26.1％、女性の 36.6％は、たばこをやめたいと思っています。男性に比べ

女性の方がやめたいと思っている人が多いことがわかります。 

●家庭においてほぼ毎日受動喫煙の機会がある市民は 1 割です。僅かでも受ける機会がある人まで含

めると 2 割弱になります。また、職場も同様の割合です。飲食店において毎日受動喫煙を受ける機会

がある市民の割合は少ないですが、僅かでも受ける機会がある人まで含めると 3 割弱の人が受動喫

煙の影響を受けています。 

図 5 喫煙に関する世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 過去 調 査 比 較 は対 象 を 12 歳 か ら 64 歳 ま で とし て 算 出  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たばこを吸っているか  

たばこをやめたいか（喫煙者中）  受動喫煙を受ける機会があるか  



 

 

  

26 

5. 歯の健康  

●市民のおよそ 4 割は定期的に歯科検診を受けており、過去調査と比較しその割合は増加しています。

世代別にみると、中学生と高校生は 5 割以上と高いものの、青年期になると 3 割と大きく低下してい

ます。青年期以降は世代が上がるにつれ歯科検診を受ける人の割合は高くなりますが、高齢期でも

半数の人は定期的に歯科検診を受けていません。 

●かかりつけ歯科医を決めている市民は 7 割です。過去調査と比べ大きな変化は見られません。  

●8 割以上の市民は何でも噛んで食べることができていますが、世代があがるにつれその割合は低下し、

高齢期の 3 割は何かしらの支障があると答えています。 

 

図 6 歯の健康に関する世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 過去 調 査 比 較 は対 象 を 12 歳 か ら 64 歳 ま で とし て 算 出  

 

 

 

 

定期的に歯科検診を受けているか 

噛んで食べるときの状態 かかりつけ歯科医を決めているか 
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6. 自覚する健康状態（主観的健康感）と生活への影響  

●自覚する健康状態（主観的健康感）について、市民の 1 割が「あまりよくない」、「よくない」と感じてお  

り、中年期が最も高い世代です。 

●市民の 1 割は、健康上の問題で日常生活に影響があると答えています。世代別では、中年期が最も

高い世代です。 

●どのようなことが日常生活に影響があるかについては、男女とも 5 割弱の人が「仕事、家事、学業」に、

4 割弱の人が「運動」に影響があると答えています。また、年齢区分でみると、64 歳以下は「仕事、家

事、育児」や「運動」の割合が高く、65 歳以上は「仕事、家事、育児」が一番高いものの、「日常生活

動作」や「外出」、「運動」も高い傾向にあります。 

図 7 健康状態に関する世代別・性別の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】                   【年齢区分別】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 当て は ま る も のす べ て （ Ｎ＝ 192）  

自覚的な健康状態について 

健康上の問題で日常生活に影響があるか ／ ある場合にどのようなことに影響があるか※  

健康上の問題で日常生活に影響があるか  
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7. 社会活動と互助意識  

●町内会や地域行事などの地域社会活動や、趣味・稽古事などを行っている市民は 5 割弱です。青

年期が約 2 割と最も少なく、以降世代が上がるにつれその割合は増加しています。しかし、最も高い

世代である高齢期でも 5 割弱の市民はいずれの活動も行っていないと回答しています。 

●自分の住んでいる地域の人々は互いに助け合っていると感じている市民は 5 割強です。中学生・高

校生・高齢期は 6 割を超えています。最も低い青年期も 4 割の人は互いに助け合っていると感じてい

ます。過去調査と比べ、互いに助け合っていると感じている市民の割合は増加しています。 

図 8 社会活動や居住地域に対する意識の世代別の割合と過去調査比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 過去 調 査 比 較 は対 象 を 12 歳 か ら 64 歳 ま で とし て 算 出  

 

 

 

地域社会活動や趣味・稽古事を行っているか 

居住地域の人々は互いに助け合っていると思うか 
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2. がん検診等の状況 

（１）がん検診受診率  

●富士市が実施する各種がん検診の受診率※ 1 の経年推移（図９）をみると、子宮頸がん検診が最も高く 

17～18％で推移しています。胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診の受診率は 1 割を下回って 

おり、特に肺がん検診と大腸がん検診は低下傾向です。 

●受診率を静岡県や全国と比較すると（図１０）、子宮頸がん検診は静岡県や全国よりも高い割合です

が、胃がん検診や大腸がん検診、乳がん検診は静岡県や全国よりも下回っています。 

図 9 富士市が実施する各種がん検診の受診率の経年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 各種がん検診受診率の比較（平成 30 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

※ 1「が ん 予 防 重点 健 康 教 育 及び が ん検 診 実 施 の ため の 指 針 （H28.2.4 一 部 改 正）」 に 基づ い た 算 出 方 式で 計 算 。  

対 象者 は 、胃 が ん 検 診は 50～69 歳 、大 腸が ん 検 診は 40～ 69 歳 、肺 がん 検 診 は 40～ 69 歳 、乳 が ん 検 診は 40～ 69 歳、  

子 宮が ん 検 診は 20～ 69 歳 ま で の 人口 と し て い る。  
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（２）がん検診精密検査受診率 

●精密検査受診率※ 2（図１１）は、年度により増減はあるものの、概ね 7 割弱から 9 割で推移しています。

中でも乳がん検診は 9 割を超える高い受診率で推移しています。 

●精密検査受診率を静岡県や全国と比較すると（図１２）、胃がん検診（内視鏡検査）以外のがん検診

は、静岡県や全国と同等、または上回っています。 

 

図 11 各種がん検診 精密検査受診率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 各種がん検診精密検査受診率の比較（平成 28 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 2 精 密 検 査が 必 要 と 判定 さ れ 実 際 に精 密 検 査 を 受け た 人 の 割合 。 精 密検 査 の 受 診 結果 は 、 地 域保 健 ・ 健康 増 進 事 業 報告 に 合

わ せ、 前 年 度 分 の把 握 と す る。  
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（３）乳がん自己チェック  

 

●富士市乳がん検診受診者のうち、乳がんの自己チェック※3 について「知っている」と答えた人は 7 割

弱でした。しかし、自己チェックに関する知識のある人は多いものの、実際に実施している人は 5 割程

度に留まっています。 

 

図 13 乳がん自己チェックに関する回答（平成 30 年度  富士市乳がん検診受診者）  

 

乳がんは、乳房を表面から観察することで、自分で発見できる可能

性のある、数少ないがんの一つ。 

身体の表面に近い部分に発生する乳がんは、自分でも発見できる可

能性があるため、がん検診に加えて、月に 1 回の自己触診や視診を推

奨している。 

※ 3 乳がん自己チェックとは 
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3. 特定健康診査受診者の生活習慣 

 

●特定健診受診者の生活習慣をみると、男性は、「習慣的に喫煙している」、「毎日飲酒している」、「20

歳から 10ｋg 以上体重増加した」、「30 分以上運動行わない」、「歩行・身体活動行っていない」、「同

年代の人と比べて歩行速度が速くない」、「就寝前 2 時間以内に夕食をとる」、「朝食を欠食する」人

が、静岡県と比較し有意に高い比率です。女性は、「習慣的に喫煙している」、「20 歳から 10ｋg 以

上体重増加した」、「就寝 2 時間以内に夕食をとる」、「朝食を欠食する」人が、静岡県と比較し有意

に高い比率にあります。 

●男女ともに、「習慣的に喫煙している」、「就寝前 2 時間以内に夕食をとる」、「朝食を欠食する」人が、

静岡県と比較し 10～30 ポイント以上有意に高く、「間食や甘い飲み物を毎日摂取している」人は 10

ポイント以下と有意に低い比率です（図１4）。 

●平成 22 年度の静岡県全体の結果を基準（100.0）として習慣的喫煙者を経年で比較すると（図１5）、

男女とも静岡県全体と比べ高い状況は続いており、特に女性の該当比は非常に高く、年々上昇して

います。 

 

表 1 特定健診受診者の生活習慣（平成 30 年度）  

生活習慣 
男性 女性 

※
4 該当比 ※

5 有意差 ※
4 該当比 ※

5 有意差 

習慣的喫煙 113.8 ▲▲ 130.5 ▲▲ 

毎日飲酒 107.2 ▲▲ 96.3 ▽ 

20 歳から 10ｋg 以上体重増加 102.8 ▲▲ 107.1 ▲▲ 

30 分以上運動行わない 101.0 ▲▲ 99.0 ▽▽ 

歩行・身体活動行っていない 101.2 ▲▲ 99.9 ▽ 

同年代の人と比べて歩行速度が速くない 101.5 ▲▲ 98.5 ▽▽ 

食べるのが速い 99.8 ▽ 100.0 ▲ 

就寝前 2 時間以内の夕食 110.2 ▲▲ 111.0 ▲▲ 

間食や甘い飲み物を毎日摂取 85.9 ▽▽ 82.5 ▽▽ 

朝食欠食 116.4 ▲▲ 126.1 ▲▲ 

かみにくい又はかめない 99.6 ▽ 85.0 ▽▽ 

睡眠で休養をとれない 98.4 ▽ 94.0 ▽▽ 

▲▲有意に高い／▲高いが有意ではない／▽低いが有意ではない／▽▽有意に低い  
 

資 料： 静 岡 県 ／ 平成 30 年度 特 定 健 診・ 特 定 保 健 指導 に 係 る 健診 等 デ ータ 報 告 書 よ り作 成  

 

 

 

 

 

※ 4 該 当 比（ 標 準 化該 当 比 ）は 、静 岡 県全 体 の 結 果 と比 較 し た 結果 。静 岡県 全 体 を 100（ 基準 ）とし 、100 よ り 大 きい 場 合 は 該当 者

出 現率 が 静 岡 県 全体 よ り も 高く 、 100 よ り 小 さい 場 合 は 静岡 県 全 体 より 低 い こ と を示 す 。  

※ 5 有 意 差 は、統 計 的に 差 が あ る か 検定 し た 結 果。「 有意 差 あ り」と なっ た 場 合 は、偶 然 で はな く 差 が ある 、関 連が 認 め ら れ ると い う

解 釈が 可 能 。  
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図 14 特定健診受診者の生活習慣該当比の静岡県（ 基準 0.0）との差（平成 30 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 表１ 、 図 11～図 12／ （ 資 料 ） 静岡 県 ： 平成 30 年 度 特定 健 診 ・ 特定 保 健 指 導 に係 る 健 診 等デ ー タ 報告 書 よ り 作 成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料： 静 岡 県 ／ 平成 30 年度 特 定 健 診・ 特 定 保 健 指導 に 係 る 健診 等 デ ータ 報 告 書 よ り作 成  

 

図 15 習慣的喫煙者該当比の経年推移（性別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料： 静 岡 県 ／ 平成 30 年度 特 定 健 診・ 特 定 保 健 指導 に 係 る 健診 等 デ ータ 報 告 書 よ り作 成  
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4. 後期高齢者健康診査受診者の生活習慣 

 

●後期高齢者健康診査受診者のうち、3 割弱の人が「半年前と比べて固いものが食べにくい」と答えて

います（図 16）。また「お茶や汁物等でむせる」人も 2 割おり、静岡県や全国と比較し低い割合ではあ

りますが、口腔機能の低下が懸念されます。 

●身体機能について、約 5 割の人が「以前に比べ歩く速度が遅い」と感じており、実際に 1 割強の人が

「この 1 年間に転倒」しています。 

●6 割の人が週に 1 回以上ウォーキング等の運動を行うなど、身体機能の向上に取り組んでいます（図

17）。 

●9 割以上の人が、「週に 1 回以上外出する」、「家族や友人と付き合いがある」、「身近に相談できる人

がいる」と答えています（図 18）。静岡県や全国と比較しても高い割合です。 

 

図 16 口腔機能（令和 2 年度）         図 17 身体機能と運動習慣（令和 2 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 社会参加とソーシャルサポート（令和２年度）  
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5. 子どもの生活習慣と育児状況 

（１）生活リズム 

●1.6 歳児のうち、2～3 割の幼児は 21 時までに就寝していません。また、3 歳児は 4 割前後とその割

合は 1.6 歳児と比べ高くなっています（図 19）。 

●おやつの時間を決めている保護者（図 20）は、1.6 歳児及び 3 歳児ともに 6 割で、経年比較でも変化

はありません。時間を決めてない保護者は 1.6 歳児及び 3 歳児ともに 35％前後で推移しています。 

 

図 19 「21 時までに就寝している」幼児の経年比較（1.6 歳児／3 歳児） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料： 富 士 市 1.6 歳 児 ・3 歳 児 健 康 診査 受 診 票  

 

 

図 20 「おやつの時間を決めている」保護者の経年比較（1.6 歳児／3 歳児） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料： 富 士 市 1.6 歳 児 ・3 歳 児 健 康 診査 受 診 票  
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（２）育児負担感と父親の育児参加 

●子育てについて「楽しいこともあるが大変なことの方が多い」または「とても大変」と答える保護者（図 21）

は、6 か月児の保護者では 6.3％であるのに対し、3 歳児の保護者では 10.4％と、子どもの年齢が上

がるにつれその割合は増加しています。 

 ●父親の育児参加について「よくやっている」と答える保護者（図 22）は、6 か月児の保護者が 65.3％で

あるのに対し、3 歳児が 56.7％と子どもの年齢が上がるにつれその割合は低下しています。経年で見

ても大きな変化は見られません（図 23）。 

 

図 21 子育てに対する保護者の気持ち（令和元年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料： 富 士 市 6 か月 児 健 康 相 談、 1.6 歳 児 ・3 歳児 健 康 診 査受 診 票  

 

図 22 父親の育児参加状況（令和元年度）    図 23 父親の育児参加状況の経年比較 

                           （4 か月児／1.6 歳児／3 歳児） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料：「 健や か 親 子 21」ア ン ケ ー ト  
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県平均より、男女とも平均自立期間は短く、要介護の期間は、男性は短く  

女性は長い  

 

がんで亡くなる人が多い ～とくに「大腸がん」が懸念～  

・年間の悪性新生物（がん）による死亡者数は 700 人前後で、総死亡数の中で最も多く、全体の 4 分

の 1 を占めている。 

・死亡率が静岡県並みであった場合、何人の死亡が抑制できるかを試算した「超過死亡」は、男性では

悪性新生物が最も多い。女性は循環器系の疾患に次いで多い。 

・悪性新生物の部位別死亡割合は、静岡県と比較し、男性は「大腸」、女性は「胃」の割合が高い傾向。 

・部位別の標準化死亡比は、静岡県と比べ、男性は「肝及び肝内胆管」、「大腸」、「胃」、「気管、気管

支及び肺」の順に高く、女性は「胃」、「子宮」、「乳房」、「大腸」の順に高比率。 

・大腸がんは男女とも緩やかに増加傾向。 

・がん検診受診率は、胃がん・大腸がん・乳がんが全国・県平均より低い。 

脳血管疾患で亡くなる比率が高い  

 

新規人工透析導入者は横ばいで減少傾向はみられない  

・腎不全で亡くなる比率が男女とも静岡県や全国よりも高い。 

・人工透析導入者の 4 人に 1 人は 59 歳以下の働き盛り世代。 

・人工透析を導入する原因となった疾患は「糖尿病性腎症」が半数。 

肥満及びメタボリックシンドローム該当者が県平均と比べ多い 

・肥満該当者は年々上昇傾向。 

 就寝前 2 時間以内に夕食をとる人や朝食を欠食する人が県平均より多い  

  

習慣的に喫煙している人が県平均より多く、女性は年々上昇傾向  

 

口腔機能の低下が懸念される後期高齢者は 3～4 人に 1 人 

 

4 割の幼児は 21 時までに就寝していない 

・21 時までに就寝していない幼児は微増傾向。 

統計からみる 富士市の主な健康課題 

1 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 
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健康ふじ２１計画Ⅱ（第二次）の評価と課題 

1. 最終評価方法 

 

「健康で 笑顔あふれる 明るい 富士市」を目指し、平成 23 年度から令和 2 年度までの 10 年間にお

いて推進した「健康ふじ 21 計画Ⅱ（第 2 次富士市健康増進計画）」について最終評価を行いました。 

平成 27 年度に実施した中間評価において、6 分野全 53 指標（120 目標値）の中から代表的な 29 指

標（74 目標値）を選定し、指標目標値の到達状況を把握しました。その結果に基づき、30 目標値の見直

しと 4 目標値を削除するとともに、新たに 6 指標（10 目標値）を追加し、アクションプラン後期計画を推進

しました。 

最終評価は中間評価指標と追加指標である 35 指標（80 目標値）について、令和元年度市民健康意

識調査（P20 参照）や、6 か月児健康相談や 1 歳 6 か月児健康診査、3 歳児健康診査時における問診結

果を用いて進捗状況の確認を行いました。なお、評価判定については、単に基準値と最終評価値の大小

関係だけで判定せず、調査の誤差（偶然である確率）を考慮し、統計学的仮説検定を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

中間評価 
（H27）  

29 指標 

74 目標値 

評価 

健康ふじ 21 計画Ⅱ（第二次）   

健康ふじ 21 アクションプラン

前期計画（H23～ H27） 

健康ふじ 21 アクションプラン

後期計画（H28～R2） 

最終評価 
（R2）  

53 指標 

120 目標値 

設定 

35 指標 

80 目標値 

評価 

30 目標 値  

見 直し  

4 目 標 値  

削 除  

6 指標 10 目標値 追加 

健康ふじ 21 計画Ⅱ 

 

取組推進 6 分野 

分野 1 

元気な まち づく り  

分野 2 

こころ  

分野 6 

歯 

分野 5 

食生活  

分野 3 

健康診 断  

分野 4 

運 動  

ア クシ ョ ン プ ラ ン後 期 計 画  

４ つの 重 点 取 組 と包 括 的 取 組  

平成２３年度～令和２年度  
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2. 最終評価結果 

（１）全体評価 

80 目標値中、目標達成した項目は 14 項目（17.5％）でした。目標に達してはいないが改善の傾向が

見られた 9 項目（11.3％）とあわせると、全体のおよそ 3 割は基準年と比較し改善されていました。 

しかし、改善または悪化したと明確に評価できない「不変」は 37 項目と、全体のおよそ 5 割を占め、11

項目（13.8％）は明らかに悪化したという結果でした。 

 

判定区分※ 1 判定基準 
目標値 

数  ％  

A 達成 有意に改善し目標値に達した 14 17.5 

B 改善 
目標に達したといえる十分な証拠はないが、改善傾向にある 

9 11.3 
目標に達していないが、有意に改善傾向にある 

C 不変 
改善したようにみえるが、有意に改善したという十分な証拠はない 

37 46.3 
悪化したようにみえるが、有意に悪化したという十分な証拠はない 

D 悪化 有意に悪化した 11 13.8 

評価不可※ 2 9 11.3 

合計 80 100.0 

※ 1 国立保健医療科学院「地方自治体における生活習慣病関連の健康課題把握のための参考データ・ツール集/康増進

計画等の数値目標の評価に役立つツール集」の「数値目標の評価用計算シート（簡易版）」を活用し、統計的有意差

があるか検定（片側 P 値＜0.05）。検定結果については資料（75 ページ）参照。 
※ 2 評価不可：調査の設問または回答内容が基準年と異なるため比較評価ができない項目 
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（２）分野別達成状況  

 分野別に達成状況を見ると、目標達成の項目が最も多い分野は「分野 6：歯」で、次いで「分野 3：健康

診断」という結果でした。 

「分野 4：運動」と「分野 5：食生活」は、目標達成や改善した項目がなく、ほとんどの項目が不変または

悪化したという状況であることから課題が残る分野といえます。 

 

判定区分 

分野 1 分野 2 分野 3 分野 4 分野 5 分野 6 

元気な 

まちづくり 
こころ 健康診断 運動 食生活 歯 

目標数  ％ 目標数  ％ 目標数  ％ 目標数  ％ 目標数  ％ 目標数  ％ 

A 達成 1 10.0 3 21.4 4 21.1 0 0.0 0 0.0 6 66.7 

B 改善 3 30.0 0 0.0 4 21.1 0 0.0 0 0.0 2 22.2 

C 不変 6 60.0 7 50.0 10 52.6 7 50.0 6 42.9 1 11.1 

D 悪化 0 0.0 4 28.6 1 5.3 3 21.4 3 21.4 0 0.0 

評価不可 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 28.6 5 35.7 0 0.0 

合計 10 100.0 14 100.0 19 100.0 14 100.0 14 100.0 9 100.0 
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3. 分野別評価 

（１）元気なまちづくり  

目標１ 知識 健康づくりに関する知識を普及する 

目標２ 行動 健康づくりを実践する 

目標３ 環境 健康づくりを実践する環境を整備する 

 

主

な

取

組  

前期  
（ H23～ H27）  

・「健康ふじ２１計画Ⅱ」における６分野の普及啓発 

・地域の人が集まる場で情報提供 

・健康づくり活動を行う関係機関の交流・連携 

・ふじ職域健康リーダーの拡充 

・健康づくり圏域での取り組み推進 

後期  
（ H28～ R2）  

・「健康ふじ 21 計画Ⅱ」６分野の普及啓発 

・たばこの害に関する教育・啓発と個別禁煙支援の強化 

・ふじさん青春度指数・ふじさん青春マイレージ事業の推進 

・健康推進員の育成と活動の充実 

評 価  

●広報ふじの特集記事や富士市の健康状況を伝える啓発媒体を作成し、保健事業や地区活動

にて積極的に啓発を実施した。また、後期計画では主要取組をイメージ化した「四つ葉マ

ーク」を作成し、市ウェブサイトや SNS なども活用し啓発を実施したが、青年期の市民

認知度は変わらなかった。 

●健康増進法の一部改正や静岡県条例の施行など受動喫煙対策が進んだ社会的背景もあり、

喫煙者は年々減少できている。COPD に関してもたばこ対策と合わせ啓発を進めてきたこ

とから中年期の認知度は上がったが、目標達成には至らなかった。 

●健康づくりには取り組みやすい環境整備も進めていく必要があるため、後期計画ではふじ

さん青春マイレージ事業を実施したが、客観的な効果判定を行うことが難しい取組であっ

たことから、訴求性があり客観的評価を得られるような取組を検討する必要がある。 

●「居住地域でお互いに助け合っていると思う人を増やす」ためには、健康づくり分野の取

組だけでなく防災や福祉の推進など複合的な要因が影響していると推察できる。引き続き

社会参加の重要性に関する啓発やネットワークの構築を図っていく必要がある。 

次期計画  

に向けて  

●たばこ対策は、医療や職域など各機関の現状や課題が共有されておらず効果的な取組が展

開できていない。県に協力を仰ぎたばこ対策に包括的に取り組むネットワークを構築して

いく。また、受動喫煙対策が進み公の場での喫煙が制限されるようになった反面、家庭で

の受動喫煙の増加が懸念されるため、家庭内の受動喫煙防止対策の啓発を推進していく。 

●市民の健康行動の促進を図るために、手軽にかつ健康効果を実感できるような取組を進め

ていく必要がある。 

●地区団体との連携を引き続き推進し、健康づくりを協働で進めることができる人材の養成

や活躍の場を拡げていく。 

●健康増進計画で推進する取組については ICT の活用も含め、積極的に情報発信を行ってい

く。 

目

標 
指標 対象 目標値 

基準値 中間値 最終値 
判定結果 

平 成 22 年  平 成 27 年  令 和 元 年  

１ 
健康ふじ 21 について知ってい

る人を増やす 
青年期 35％ 19.3％ 18.3％ 17.0％ C 不変 

2 

健 康 に 良 い と 思 っ て 行 っ て い

ることがある人を増やす 

青年期 20％ 15.0％ 13.8％ 11.7％ C 不変 

壮年期 20％ 13.7％ 6.2％ 11.0％ C 不変 

COPD について知っている人

を増やす 

壮年期 50％ － 35.5％ 34.8％ C 不変 

中年期 50％ － 34.1％ 41.2％ B 改善 

喫煙する人を減らす 
30 代 女性 10％以 下  21.4％ 16.8％ 8.0％ B 改善 

50 代 男性 20％以 下  42.1％ 32.1％ 29.5％ B 改善 

3 

健 康 に つ い て 学 習 す る 場 に 誘

い合って来る人を増やす 
壮年期 

男性 15％ 6.8％ 8.2％ 6.6％ C 不変 

女性 25％ 14.3％ 19.3％ 10.9％ C 不変 

居 住 地 域 で お 互 い に 助 け 合 っ

ていると思う人を増やす 
全体 50％ － 42.7％ 52.9％ A 達成 

包括的 取組  
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（２）こころ 

目標１ 知識 こころの健康に関する知識を普及する 

目標２ 行動 ストレスとうまく付きあう 

目標３ 環境 家族や地域の人と交流しやすい環境を整備する 

 

 

主
な
取
組 

前期  
（ H23～ H27）  

・こころの健康(睡眠とうつ病)について普及啓発〈睡眠キャンペーン・睡眠講座〉 

・教育現場で性及びこころの教育実施 

・こころの相談対応能力がある人材育成〈ゲートキーパー・性教育サポーター〉 

・育児不安を抱えている孤立している母親等の支援 

後期  
（ H28～ R2）  

・睡眠キャンペーンの継続実施 

・こころの健康教育の充実 

・育児不安のある母親支援 

評 価  

●「２週間以上眠れないときはお医者さんに相談しよう」といった睡眠キャンペー

ンの展開など、睡眠とうつの関係等に関する普及啓発を推進してきたが、主対象

である壮・中年期男性では、知識があると答えた人の割合が減少となった。また

睡眠による休養を十分に取ることができる人も減少しており、引き続き睡眠や休

養に関する啓発を推進していく必要がある。         

●育児を楽しいと思う保護者の割合は、１歳 6 か月児の保護者では増加したが、6

か月児の保護者では減少した。しかし、もともと 90%を超える高い割合で推移

している。今後も育児不安を抱える保護者の増加を防ぎ、子育ての孤立を防ぐこ

とが課題である。 

次期計画  

に向けて  

●こころの健康づくりに関する取組は、平成３１年３月に策定された「富士市自殺

対策計画」においても推進しているため、今後は自殺対策計画に基づいて積極的

に推進する分野と位置付け取り組んでいく。 

●夫婦で協力して子育てができているか、支援者がいるかが、育児不安の増加に影

響することから、妊娠中からの父親への育児支援を含め、親子を見守る地域づく

りに取り組んでいく。 

 

 

目

標 
指標 対象 目標値 

基準値 中間値 最終値 
判定結果 

平 成 22 年  平 成 27 年  令 和 元 年  

１ 

睡 眠 と う つ 病 の 関 係 に つ い て

の知識のある人を増やす 
壮年期 

男性 40％ 33.3％ 26.8％ 21.5％ D 悪化 

女性 45％ 37.3％ 31.8％ 32.6％ C 不変 

自 分 の 身 体 を 大 切 に す る 子 ど

もを増やす 

中学生 

高校生 

男子 80％ 70.4％ 82.5％ 89.9％ A 達成 

女子 85％ 74.4％ 88.2％ 94.6％ A 達成 

2 

悩 み や ス ト レ ス に 自 分 な り に

対応できている人を増やす 

中学生 高校生 75％ 65.3％ 66.7％ 69.3％ C 不変 

青年期 75％ 66.7％ 69.2％ 69.5％ C 不変 

睡 眠 に よ る 休 養 を 充 分 と る こ

とができる人を増やす 
中年期 

男性 25％ 20.1％ 13.2％ 11.2％ D 悪化 

女性 25％ 21.0％ 12.8％ 13.8％ D 悪化 

3 

悩 ん だ り 問 題 を 抱 え た 時 に 相

談 で き る 相 手 が い る 人 を 増 や

す 

青年期 

男性 

90％ 84.8％ 80.0％ 79.4％ C 不変 

壮年期 85％ 73.6％ 77.2％ 74.8％ C 不変 

中年期 75％ 69.7％ 62.0％ 64.4％ C 不変 

育 児 を 楽 し い と 思 う 保 護 者 を

増やす 

6 か月児保護者 増加 95.4％ 96.6％ 92.4％ D 悪化 

1 歳 6 か月児 保護 者 増加 89.4％ 93.5％ 91.9％ A 達成 

3 歳児保護者 増加 88.6％ 89.6％ 89.2％ C 不変 

重点取 組  
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（３）健康診断 

目標１ 知識 健康診断に関する知識を普及する 

目標２ 行動 健康診断を受け、適切な対応ができる 

目標３ 環境 健康診断を受けやすい環境を整備する 

 

主
な
取
組 

前期  
（ H23～ H27）  

・健康診断に関する正しい知識の普及啓発〈パンフレット・退職者説明会・カレンダー〉 

・受診への一声活動  

・職域での受診勧奨 

後期  
（ H28～ R2）  

・健康診断に関する正しい知識の普及啓発 

・がん検診等受診券の活用促進 

・受診機会の拡大 

評 価  

●30～50 歳男性のがん検診受診対策の強化等を課題として取り組んできたが、「自

分が受けられるがん検診を知っている」は達成したものの、「がん検診を受ける人

を増やす」では、すべての年代と性別において不変又は悪化という結果であった。

知識だけでは受診行動につながらないことが推察される。 

次期計画  

に向けて  

●健康寿命の延伸のために、壮・中年期の受診率の向上を目指した取組が必要であ

る。特に、検診を受けようとしないいわゆる無関心層をターゲットに据えたがん

検診の体制整備や、ナッジ理論※ 3 に基づいた効果的な再勧奨通知、事業所への働

きかけと問題点の共有が必要と考える。 

●無関心層にアプローチするとき最も効果があるのは、家族や友人など身近な人か

らの口コミといわれることから、健康づくりを拡げる人材の養成を進め、がん予

防の啓発や受診勧奨を強化していく。 

目

標 
指標 対象 目標値 

基準値 中間値 最終値 
判定結果 

平 成 22 年  平 成 27 年  令 和 元 年  

１ 
健康診断の必要性について知っ

ている人を増やす 
壮年期 

男性 65％ 52.9％ 56.1％ 66.7％ B 改善 

女性 65％ 56.2％ 62.7％ 66.3％ B 改善 

2 

健康診断を受ける人を増やす 

壮年期 
男性 90％ 80.0％ 82.9％ 85.9％ C 不変 

女性 60％ 49.7％ 59.4％ 68.5％ A 達成 

中年期 
男性 80％ 73.4％ 78.5％ 85.6％ B 改善 

女性 70％ 65.1％ 66.8％ 77.5％ A 達成 

がん検診を受ける人を増やす 

20 代 女性 35％ 29.8％ 25.3％ 27.0％ C 不変 

30 代 
男性 20％ 12.7％ 4.9％ 11.1％ C 不変 

女性 45％ 40.4％ 40.6％ 45.5％ C 不変 

40 代 
男性 50％ 43.8％ 22.4％ 30.9％ C 不変 

女性 60％ 56.3％ 52.3％ 51.1％ C 不変 

50 代 
男性 55％ 48.1％ 35.7％ 36.4％ C 不変 

女性 65％ 59.8％ 43.2％ 54.8％ C 不変 

60 代 
男性 65％ 59.1％ 25.8％ 41.7％ D 悪化 

女性 50％ 45.3％ 42.1％ 47.2％ C 不変 

3 

健康診断を誘いあって受ける人

を増やす 
中年期 

男性 25％ 20.0％ 9.9％ 24.5％ C 不変 

女性 30％ 25.0％ 13.4％ 34.8％ B 改善 

自分が受けられるがん検診を知

っている人を増やす 

壮年期 25％ － 19.4％ 35.4％ A 達成 

中年期 35％ － 31.2％ 49.4％ A 達成 

重点取 組  

「ナッジ理論」とは、2017 年にノーベル経済学賞を受賞した経済学者のリチャード・セ

イラー博士と、ハーバード大学のキャス・サンスティーン教授が、2008 年に提唱した概念。 

ナッジとは直訳すると「ひじ等でそっと押して注意を引いたり前に進めたりすること」。対

象者に選択の余地を残しながらも、より良い方向に誘導する手法を意味する。 

ナッジは公共利益の増進のために利用することを前提としているため、健康づくり分野の

みならず世界中の様々な公共政策分野においてナッジの活用が広がっている。 

※ 3 ナッジ理論とは  
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（４）運動  

目標１ 知識 運動に関する知識を普及する 

目標２ 行動 運動習慣を身につける 

目標３ 環境 運動しやすい環境を整備する 

 

目

標 
指標 対象 目標値 

基準値 中間値 最終値 
判定結果 

平 成 22 年  平 成 27 年  令 和 元 年  

１ 

自分にあった運動の方法につい

て知っている人を増やす 
壮年期 

男性 30％ 17.2％ 13.0％ 13.3％ C 不変 

女性 20％ 7.8％ 4.1％ 8.2％ C 不変 

ロコモティブシンドローム（運 動

器 症 候 群 ）
※ 4 について知ってい

る人を増やす 

中年期 60％ － 40.6％ 29.9％ D 悪化 

2 

運動習慣がある人を増やす 
（１日 ３０ 分以 上の 運動 を週 ２回 以上 、 

１年以 上継 続） 

青年期 
男性 30％ 24.4％ 14.3％ 14.4％ D 悪化 

女性 20％ 6.4％ 3.4％ 12.0％ C 不変 

壮年期 
男性 25％ 10.7％ 15.4％ 14.8％ C 不変 

女性 20％ 6.6％ 6.5％ 7.1％ C 不変 

中年期 全体 25％ 14.2％ 16.2％ 16.2％ C 不変 

1 日 1 万歩以上歩く人を増やす 

壮年期 
男性 30％ 22.2％ 19.5％   評価不可 

女性 35％ 23.3％ 20.3％   評価不可 

中年期 
男性 30％ 17.1％ 23.1％   評価不可 

女性 35％ 25.8％ 25.1％   評価不可 

3 
運動の身体への効果を実感する

人を増やす 
中年期 

男性 30％ 21.4％ 9.1％ 12.4％ D 悪化 

女性 25％ 17.3％ 9.6％ 11.9％ C 不変 

 

主
な
取
組 

前期  
（ H23～ H27）  

・健診を機会に自分にあった運動の情報提供 

・ウォーキングの強化推進〈歩数・１万歩コース紹介・マイウォーキング〉 

後期  
（ H28～ R2）  

・ロコモティブシンドロームの周知 

・＋１０（プラステン）の普及 

評 価  

●全ての目標において、『不変』『悪化』の判定となっている。ロコモティブシンドロ

ームの認知度は、中間値よりかなり低下がみられているため、引き続き啓発を推

進していく必要がある。    

●運動習慣については、青年期の女性において、中間値からの伸びが見られている。

子どもの生活習慣に関わる重要な年代であるため、関わる機会を捉えて啓発して

いく必要がある。 

次期計画  

に向けて  

●青年期など若い世代から運動習慣を持てるよう、関わる機会を捉え働きかけてい

く。とくにロコモティブシンドローム予防やフレイル※ 5 予防については積極的に

啓発していく。 

●中年期は活動量が低い人と高い人との差が大きいため、活動量が多く運動の効果

を実感している人が家族・仲間に気軽に運動を勧められるような働きがけやツー

ルを整えていく必要がある。 

 

 

 

 

重点取 組  

※ 5 フレイルとは  

加齢に伴い筋力や体力が衰えた段階のことで、健康

と病気の中間という状態。身体的な変化だけでなく、

気力の低下などの精神的な変化や社会的変化も含まれ

る。それらは互いに関係が深く、1 つの変化が生じる

と関連しながらさまざまな問題が発生する可能性が高

いといわれる。年齢を問わず生じるため早い時期から

の予防が大切。 

骨や関節の病気、筋力の低下、バランス能力の低下

によって、転倒・骨折しやすくなることで、「立つ」「歩

く」といった動作ができなくなり、介護が必要となる

危険性が高い状態のこと（和名：運動器症候群）。 

※ 4 ロコモティブシンドロームとは  
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（５）食生活 

目標１ 知識 自分にちょうどよい「食」に関する知識を普及する 

目標２ 行動 生活習慣病予防のために色々な食品を食べる 

目標３ 環境 料理づくりを通じて「食」を楽しむ環境を整備する 

 

目

標 
指標 対象 目標値 

基準値 中間値 最終値 
判定結果 

平 成 22 年  平 成 27 年  令 和 元 年  

１ 

肥満者割合を減らす 
（BMI に よる判 定基 準） 

青年期 

男性 

15％以 下 － 15.7％ 26.8％ D 悪化 

壮年期 22％以 下 － 22.8％ 26.7％ C 不変 

中年期 22％以 下 － 22.3％ 39.4％ D 悪化 

自 分 の 適 性 体 重 を 知 っ て い る

人を増やす 
青年期 

男性 60％ 54.9％ 50.0％ 58.8％ C 不変 

女性 70％ 65.6％ 66.3％ 65.4％ C 不変 

体 重 管 理 の た め に 食 事 の 量 や

内 容 に 気 を つ け て い る 人 を 増

やす 

壮年期 

中年期 

男性 55％ 51.5％ 48.8％   評価不可 

女性 75％ 70.8％ 59.7％   評価不可 

2 

夜 9 時までに就寝する幼児を

増やす（早 寝・ 早起 き・ 朝ご はん ） 
3 歳児 80％ 75.4％ 61.5％ 57.0％ D 悪化 

主食・主菜・副菜を揃えて食べ

ている人を増やす 

高校生 75％ 70.0％ 63.2％   評価不可 

青年期 68％ 57.5％ 44.7％   評価不可 

壮年期 75％ 70.6％ 61.8％   評価不可 

野 菜 料 理 を 毎 食 食 べ る 人 を 増

やす 

高校生 15％ 10.0％ 16.1％ 17.1％ C 不変 

青年期 壮年期 15％ 7.5％ 8.0％ 7.7％ C 不変 

中年期 20％ 11.3％ 14.0％ 11.8％ C 不変 

 

主
な
取
組 

前期  
（ H23～ H27）  

・体重計売り場での普及啓発 

・食事に関する講座での普及 

・野菜料理ワンプラス運動 

後期  
（ H28～ R2）  

・目標とする BMI の普及啓発と体重管理のすすめ 

・野菜料理ワンプラス運動（主食・主菜・副菜を揃えよう） 

・食生活推進員の養成と育成支援 

評 価  

●目標となる BMI の普及啓発は、肥満者割合を減らす働きかけを課題として取り組

んできたが、壮年期では自分の適正体重を知る人は不変で、肥満者割合は青年期、

中年期で悪化している。適正体重の理解だけでは肥満者割合を減らすことにつな

がらないことを表しているとともに、調査での体格評価について設定を検討する

必要がある。 

●「夜９時までに就寝する幼児を増やす」は悪化したが、平成２７年に質問・回答設

定が変更され９時を境とするとらえ方が変わったことが影響したと推察される。 

●「野菜料理を毎食食べる人を増やす」は不変であった。啓発講座参加者へのアンケ

ート調査では「理解はしているが困難である」、「朝食に野菜を食べることが難し

い」という意見が聞かれている。                

次期計画  

に向けて  

●肥満者割合の把握は、健診データ等を活用するなど客観的な評価を行うよう変更

していく。また、肥満予防について壮年期・中年期を主対象に啓発していく必要

があるため職域と連携していく。                       

●22 時以降に就寝するなど、就寝時間の遅い幼児にターゲットを絞り働きかけを

積極的に行っていく。           

●野菜普及啓発は男性にも行う機会を検討する。また、実施可能な取組について市

民の声を聞き反映させていく。 

重点取 組  
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（６）歯 

目標１ 知識 歯の健康に関する正しい知識を普及する 

目標２ 行動 自分にあった歯の手入れをし、定期的に歯科健診を受ける 

目標３ 環境 歯の健康づくりのための環境を整備する 

 

目

標 
指標 対象 目標値 

基準値 中間値 最終値 
判定結果 

平 成 22 年  平 成 27 年  令 和 元 年  

１ 

むし歯の予防知識を理解してい

る人を増やす 
中学生 高校生 60％ 48.3％ 57.2％ 77.7％ A 達成 

歯周病の予防知識を理解してい

る人を増やす 

青年期 40％ 25.6％ 32.1％ 56.5％ A 達成 

壮年期 50％ 33.5％ 42.9％ 65.5％ A 達成 

8020 を知っている人を増やす 中年期 55％ 51.3％ 51.0％ 64.4％ A 達成 

2 

1 日のうち 1 回は時間をかけて

歯を磨く人を増やす 

壮年期 45％ 41.8％ 41.2％ 50.8％ A 達成 

中年期 50％ 33.9％ 40.9％ 46.0％ B 改善 

定期的に歯科健診を受けている

人を増やす 
壮年期 中年期 35％ 25.2％ 34.0％ 37.6％ B 改善 

かかりつけ医でフッ素塗布か洗

口をしているこどもを増やす 
小学生 60％ － 52.6％ 69.3％ A 達成 

3 
かかりつけ歯科医をもつ人を増

やす 
壮年期 男性 75％ 55.0％ 60.2％ 56.3％ C 不変 

 

主
な
取
組 

前期  
（ H23～ H27）  

・歯の健康づくりに関する知識の普及啓発〈 ラ イ フス テ ー ジ・ フ ッ 化 物 ・市 政 ・ 指 導・ 紹 介 〉 

・定期的な歯科検診の受診勧奨を強化（保健だより・８０２０） 

・かかりつけ歯科医に関する情報提供 

後期  
（ H28～ R2）  

・歯の健康づくりに関する知識の普及啓発 

・１日１回時間をかけた歯磨きの推奨 

・かかりつけ医でフッ化物塗布・洗口の推奨 

・歯科医院についての情報提供の充実 

評 価  

●９割の指標で目標を達成、または改善することができた。特に知識に関する指標

はすべて目標を達成しており、歯の健康に関する市民理解は向上しているといえ

る。 

●行動面においても改善がみられ、歯の健康づくりに取り組む市民は増えていると

いえる。しかし、壮年期男性においてかかりつけ歯科医をもつ人は変わらず、今後

の課題といえる。 

次期計画  

に向けて  

●フッ化物塗布等の乳幼児・学童期への取組と、歯の減り始める中高年への取組を 2

本柱で推進してきたが、今後は働き盛り世代への働きかけを強化するため、職域

との連携を進めていく必要がある。 

●オーラルフレイル※ 6 予防対策を進めるために、オーラルフレイルチェックやかか

りつけ医の重要性に関する啓発を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

※ 6 オーラルフレイルとは  

老化に伴う様々な口腔の状態（歯数・口腔衛生・口腔機

能など）の変化に、口腔健康への関心の低下や心身の予備

能力低下も重なり、口腔の脆弱性が増加し、食べる機能障

害へ陥り、さらにはフレイル（P44 参照）に影響を与え、

心身の機能低下にまで繋がる一連の現象及び過程。 
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健康ふじ２１計画Ⅲ（第三次）の基本的な考え方 

1. 健康づくりの考え方 ～ヘルスプロモーションとソーシャルキャピタル～  

 

本計画は、1986 年に WHO（世界保健機関）がオタワ憲章で定義した、ヘルスプロモーション※1 の考

え方を基本とし、健康づくりを進めていきます。 

ヘルスプロモーションの理念において、“個人のエンパワー※2 に加え、個人を支え後押しする人々の

エンパワーや健康を支援する環境づくりが重要といわれ、ソーシャルキャピタルの強化が求められていま

す。 

 

図 1 ヘルスプロモーションとソーシャルキャピタルの概念図 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 1 人 々 が 自ら の 健 康 をコ ン ト ロ ー ルし 、 改 善 す るこ と が で きる よ う にす る プ ロ セ ス。  

※ 2 個 人 や 集団 が 本 来 持っ て い る 潜 在能 力 を 引 き 出し 、 湧 き 出さ せ る こと 意 味 す る 。  

 

 

ソーシャルキャピタルとは、「人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率性を高めることの

できる“信頼”“規範”“ネットワーク”といった社会組織の特徴」と定義されます。この 3 要素は相互に関

連し、強化されると言われています。 

健康は、個人の取組や生活習慣の改善だけでなく、その背景にある生活環境や就労環境等にも大

きな影響を受けます。環境は、施設や設備、機器、道具といった「ハード」面だけではなく、人材や技術、

意識、情報といった「ソフト」面の影響も非常に大きく、ソーシャルキャピタルの高いコミュニティの健康指

標は高いと言われています。  

平成 6 年 12 月に、国から「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」が出されました。指針では、

ソーシャルキャピタルの醸成や活用、その核となる人材の育成等を推進していくことが示されています。        

 本市でも、ソーシャルキャピタルの 3 要素、とくに社会ネットワークの構築に注力し、家庭や会社や学校

といった所属のつながりや絆が弱いといわれる時代を見据え、友人や隣人、同好などといった「緩やかな」

つながりによる健康づくりの輪を拡げるため、市民の社会交流、社会参加を支援する健康づくりを進めま

す。 

 

 

 

第 5 章 

健康を支援する  

環境づくり  

（坂をなだらかに）  

ソ ーシ ャ ル キ ャ ピタ ル  

ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル 
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図 2 ソーシャルキャピタルの 3 要素 

 

 

 

 

 

 

2. 計画の基本理念 

 

 

 

生涯を健やかに、また心豊かに暮らせることは、誰しもの願いです。 

本市では、「すこやかに くらし つながる 富士市」を計画の基本理念とし、全ての市民が健やかにい

きいきと人生を謳歌できるよう、市民一人ひとりの健康づくりをサポートするとともに、地域社会との「つな

がり」を意識した健康づくりを展開するなど、ソーシャルキャピタルの醸成を図りながら、富士市全体の健

康寿命の延伸を目指します。 

 

 

 

すこやかに くらし つながる 富士市 

人々への信頼感  

信 頼  

社会的な交流の

種類や頻度  

社会  

ネットワーク  

地域や集団の  

メンバーに対する

お互い様感  

規範  

（互酬性）  
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3. 計画目標と基本方針・施策体系 

 

計画の目標を「健康寿命の延伸」とし、3 つの基本方針を定めます。また、基本方針に基づく 4 つの

基本施策を掲げ、取組を推進します。 

 

（１）計画目標 

 

 

  

【具体的目標】 

     平均自立期間の延伸    主観的健康感の向上 

（２）基本方針 

 

生活習慣病の予防体制の構築と強化 

生活習慣病の予防、早期発見、重症化防止のための体制づくりと啓発を強化します。 

 

健康づくりへの関心を高める機会の充実 

ICT の活用を含め、市民が楽しく主体的に健康づくりが行えるよう、働きかけや環境整備を行い 

ます。 

 

つながり拡げる健康づくりの推進 

市民や関係機関等と協働で取り組む健康づくりを推進します。 

 

健 康 寿 命 の 延 伸 

1 

２ 

３ 

1 ２ 
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（３）基本施策 

 

予防・検診・受診・共生までの一貫したがん対策の充実 

がんによる早世を予防するため、がんの予防から検診の受診、重症化を予防するための医療機

関への早期受診を促す対策等を推進していきます。また、がん患者が地域で安心して生活できる

ための支援や地域理解の向上を図ります。 

ライフステージに応じた生活習慣病予防と重症化予防の強化 

妊産婦から次世代、働き盛り世代、シニア世代とライフステージの特徴と課題に応じた生活習

慣病予防対策を推進し、肥満の予防や改善、脳血管疾患や糖尿病、慢性腎臓病等の発症や重

症化を防ぐ体制の整備を図ります。また、生活習慣病と関連の深い歯周病やオーラルフイル対策

などの歯と口腔の健康づくりを推進します。 

市民の生活圏に即した健康づくり活動の推進 

市民が、地域や職場など身近な生活圏において健康づくりの情報や機会が得られ、地域や職

場全体の健康度が向上するよう、支援活動や環境整備を行います。 

健康づくりを拡げる人材の養成と活用   

健康づくりの輪を拡げるため、地域や職場において健康づくりを啓発する人材を広く養成します。

また、健康づくりを協働で取り組む団体や民間企業等と連携した健康づくりを推進します。  

1 

４ 

２ 

３ 
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生活習慣病の予防、早期発見、 

重症化防止のための 

体制づくりと啓発を 

強化します 

ICT の活用を含め、 

市民が楽しく主体的に 

健康づくりが行えるよう、 

働きかけや環境整備を行います 

市民や関係機関等と 

協働で取組む 

健康づくりを推進します 

生活習慣病の 

予防体制の構築と強化 

健康づくりへの関心を 

高める機会の充実 

つながり拡げる 

健康づくりの推進 

基本方針 １ 

基本方針      

基本方針 

1 

2 

3 

基本 

理念 

健
康
寿
命
の
延
伸 

目標 

具
体
的
目
標

平均自立期間の延伸 

主観的健康感（自覚する健康状態）の向上 

基本施策 4 

健康づくりを拡げる人材 

の養成と活用 

基本施策 3 

市民の生活圏に即した 

健康づくり活動の推進 

基本施策 2 

ライフステージに応じた

生活習慣病予防と重症化

予防の強化 

基本施策 1 

予防・検診・受診・共生

までの一貫したがん対策

の充実 

健康づくりを自ら実践し地域に推奨す

る人材の養成          

既存団体や民間企業等の人材への健康 

教育と連携した健康づくり活動の推進 

 

1 

2 

地域に軸足を置いた健康づくりの推進と   

フレイル予防のための啓発・環境整備 

事業所への健康づくり支援の充実 

安心して生み育てることができる地域 

づくりの推進 

 

1 

2 

3 

取組施策と重点施策 

喫煙対策等がん予防のための啓発活動 

の推進 

がん検診受診勧奨の強化と受診環境の 

整備 

がん検診精密検査受診向上のための 

体制整備 

がん患者への支援の充実と共に生きる 

地域づくりの醸成 

 

1 

2 

3 

4 

重点 

重点 

子どもの健やかな成長を育む生活習慣の 

形成 

 

肥満予防のための食生活や身体づくり 

の推進 

 

脳血管疾患や糖尿病、慢性腎臓病等の 

発症や重症化を防ぐ体制の整備 

 

生活習慣病予防を見据えた歯周病対策 

とオーラルフレイル対策の推進 

 

1 

2 

3 

4 

重点 

重点 

1 

２ 

5
1
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4. 健康づくり推奨行動 

 

富士市の健康課題から、分野ごとに具体的な健康づくり行動を設定し、各取組施策の中で広く市民

に啓発を行っていきます。特に 4 つの重点推奨行動に関しては様々な機会を捉え、市民の行動変容を

促していきます。 

 

表 1 ６つの健康づくり分野と健康づくり推奨行動 

（★）重点推奨行動  

健康づくり分野 重点 NO. 健康づくり推奨行動 

1 健康管理 

★ 1 体重チェックで食事・身体活動振り返り 

 2 自分の血圧値、血糖値を知る 

★ 3 健康診断やがん検診を必ず受ける 

 4 定期的に乳がんの自己チェックをする 

 5 必要時適切に医療機関にかかる 

2 身体活動・運動 

 1 10 分多く身体を動かす 

 2 30 分座ったら立ち動く 

★ 3 歩いて動いて筋力アップ 

3 食生活 

★ 1 ２０時以降の飲食には注意！ 

 2 食事は 3 食、いろいろ選んで 

 3 お菓子・お酒はほどほどに 

4 たばこ 
 1 禁煙にチャレンジする 

 2 たばこの煙を吸わせない・吸わない 

5 歯と口の健康 

 1 歯をみがく、口を動かす 

 2 よく噛んで食べる 

 3 定期的に歯科検診を受ける 

6 休養・こころ 

 1 十分に休む、眠る 

 2 ストレスと上手に付き合う 

 3 話す、笑う、人と交流する 

 4 支え合いや地域への愛着を育む 
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具体的な取組施策と重点施策 

 

 本計画では、基本方針に基づき４つの基本施策を展開していきます。特に本市の健康課題の解決に

大きく寄与する可能性が高い取組を「重点施策」と定め集中的に推進していくとともに、地区単位での健

康づくり活動（＝地区活動）を強化し、市民の生活圏に即した取組施策を推進していきます。 

  

 

予防・検診・受診・共生までの一貫したがん対策の充実 

 がんによる早世を予防するため、がんの予防から検診の受診、重症化を予防するための医療機関への

早期受診を促す対策等を推進していきます。また、がん患者が地域で安心して生活できるための支援や

地域理解の向上を図ります。 

１． 喫煙対策等がん予防のための啓発活動の推進 

 

 

 

取組施策  重点施策  

１ 喫煙対策等がん予防のための啓発活動の推進   

２ がん検診受診勧奨の強化と受診環境の整備  ●  

３ がん検診精密検査受診向上のための体制整備  ●  

４ がん患者への支援の充実と共に生きる地域づくりの醸成   

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

喫煙の健康リスクや受動喫煙防止に 

関する啓発の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

地域保健課 

 

連携課 

国保年金課 

   ● ●  

内
容 

喫煙及 び受 動喫 煙の リス クや新 型た ば

こに関する正しい情報を伝えるなど、禁

煙及び 受動 喫煙 の防 止に 関する 啓発 を

推進します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

母子保健事業を通じたたばこ対策の 

推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

 

地域保健課 

 

連携課 

こども未来課 

   ●   

内
容 

母子手帳交付、乳幼児訪問や健診等の母

子保健事業で、喫煙リスクや受動喫煙の

影響等の啓発や、喫煙者に対し禁煙を促

す指導を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

第 6 章 

基本施策  
１ 
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２． がん検診受診勧奨の強化と受診環境の整備 

 

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

3 

乳がん自己チェック法の普及 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 
地域保健課 

健康政策課 

●      

内
容 

地域や 職域 にお ける 保健 活動や イベ ン

ト、検診等の機会を活用し、乳がんを早

期に自 己発 見で きる チェ ック方 法に つ

いて啓発し、市民に実施を促します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

4 

がん予防講演会の開催 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

● ● ● ●   

内
容 

関係機関と連携し、がんに関する正しい

知識の 普及 を図 るこ とを 目的と した 一

般市民向けの講演会を開催します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討 実施 実施 実施 実施 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

効果的ながん検診受診勧奨活動の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●      

内
容 

個別の再勧奨通知、ポスターやちらし、

SNS 等の様々な啓発媒体を活用し、行動

経済学「ナッジ理論（P43 参 照）」に基づく

効果的な受診勧奨を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

大腸がん検診等各種がん検診の 

一声活動等受診勧奨活動の推進  

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 地域保健課 

●      

内
容 

健康推 進員 と協 働し た地 区組織 や身 近

な住民への一声活動や、事業所従業員に

対する がん 検診 の受 診勧 奨を推 進し ま

す。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

がん検診の受診機会の拡充と 

受診体制の整備 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●      

内
容 

各種が ん検 診の 同時 実施 や特定 健診 と

同時に 受診 でき る機 会の 拡充を 図り ま

す。また、アクセスしやすい検診会場の

設定や会場型検診の実施など、市民の利

便性を 考慮 した 検診 体制 の整備 を行 い

ます。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

重点施策  

新
規

新
規
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３． がん検診精密検査受診向上のための体制整備 

 

 

４． がん患者への支援の充実と共に生きる地域づくりの醸成 

 

 

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

がん検診精密検査未受診者対策の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●      

内
容 

がん検診実施機関と連携し、精密検査受

診率向 上を 目指 す体 制の 構築を 図り ま

す。また、精密検査未受診者に対する受

診勧奨を強化します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

肝炎ウイルス検診陽性者へのフォロー

体制の強化 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●      

内
容 

肝炎ウ イル ス検 診陽 性者 の精密 検査 費

用助成を行う静岡県と協働し、陽性者に

対し受診勧奨を行うなど、フォローアッ

プ体制の強化を図ります。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

若年がん患者等支援事業の実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●      

内
容 

若年が んの 患者 が希 望を もって がん 治

療に取り組むことができるよう、生殖機

能を温 存す る治 療や 在宅 療養生 活費 用

の助成を行います。また、がん患者の医

療用補 整具 購入 の一 部補 助など 生活 の

サポートを行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

出張がんよろず相談の開催協力と 

事業周知 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●      

内
容 

がん患 者や その 家族 の不 安や悩 みな ど

に対応 する 、静 岡が んセ ンター 主催 の

「出張がんよろず相談」事業の実施協力

と事業周知を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

がん共生セミナーの開催 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

地域保健課 

 

連携課 

健康政策課 

●      

内
容 

がん医療と緩和ケア、治療と仕事の両立

などについて、職場や地域における理解

を深めるため、がん共生セミナーを開催

します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

重点施策  
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ライフステージに応じた生活習慣病予防と重症化予防の強化 

 妊産婦から次世代、働き盛り世代、シニア世代とライフステージの特徴と課題に応じた生活習慣病予防

対策を推進し、肥満の予防や改善、脳血管疾患や糖尿病、慢性腎臓病等の発症や重症化を防ぐ体制の

整備を図ります。また、生活習慣病と関連の深い歯周病やオーラルフレイル対策などの歯と口腔の健康づ

くりを推進します。 

１． 子どもの健やかな成長を育む生活習慣の形成 

 

  

取組施策  重点施策  

１ 子どもの健やかな成長を育む生活習慣の形成   

２ 肥満予防のための食生活や身体づくりの推進  ●  

３ 脳血管疾患や糖尿病、慢性腎臓病等の発症や重症化を防ぐ体制の整備  ●  

４ 生活習慣病予防を見据えた歯周病対策とオーラルフレイル対策の推進   

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

母子保健事業における 

生活習慣形成の啓発 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 地域保健課 

 ● ●  ● ● 

内
容 

離乳食 講習 会や 幼児 健康 診査な どの 母

子保健事業において、望ましい食習慣や

生活リ ズム など に関 する 保健指 導や 啓

発を実施します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

高校生の健康づくり支援事業 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 地域保健課 

●  ●    

内
容 

高校生と保護者を対象に、望ましい食習

慣につ いて 文化 祭等 イベ ントで の普 及

啓発と食生活講座を開催します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

基本施策  
２ 
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２． 肥満予防のための食生活や身体づくりの推進 

 

 

 

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

20 時までに食べよう夜ごはん運動

の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

健康政策課 

地域保健課 

連携課 

保健医療課 
（ 食育 推 進 室 ）  

人事課 

●  ●    

内
容 

夜間飲 食は 肥満 につ なが りやす いこ と

から、肥満予防につながる夕食の摂取方

法等に 関す る啓 発活 動を 行いま す。 特

に、事業所等で働く壮中年層や夜間に活

動する団体等に重点的に働きかけます。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

バランスの良い食習慣の確立を 

目指した普及啓発 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

地域保健課 

健康政策課 

連携課 

保健医療課 
（ 食育 推 進 室 ） 

●  ●  ●  

内
容 

バランスの良い食習慣の確立を目指し、

一般市民を対象にした適性体重や減塩、

不足し がち な野 菜摂 取を 意識し た普 及

啓発を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

座位行動時間短縮や階段利用促進

に関する啓発の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

 ●     

内
容 

市民の身体活動の向上を図るため、座位

行動時 間の 短縮 や階 段利 用の促 進な ど

の啓発や環境整備を、関係機関や事業所

等と連携を図りながら推進します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

４ 

ふじ健康ポイント事業の実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

健康政策課 

地域保健課 

連携課 

国保年金課 

スポーツ振興課 

● ●     

内
容 

健康へ の関 心が 薄い 壮中 年層を 主対 象

に、スマートフォンアプリを活用した、

歩数カ ウン トに よる イン センテ ィブ 付

与を行 う健 康づ くり ポイ ント事 業を 実

施し、 市民 の身 体活 動の 向上を 図り ま

す。また、民間企業や団体と協働したウ

ォーキ ング イベ ント の開 催等を 通じ 活

用を促します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 
見直し  

実施 

見直し

実施 

5 

体組成測定の実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

地域保健課 

 

連携課 

健康政策課 

● ● ●    

内
容 

一般市 民を 対象 に生 活習 慣病予 防に 繋

げるため体組成測定を、富士市まちの保

健室、地区の講座、事業所、フィランセ

で行い、生活習慣や食生活に関する個別

相談を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

重点施策  

新
規

新
規
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３． 脳血管疾患や糖尿病、慢性腎臓病等の発症や          

重症化を防ぐ体制の整備  

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

１ 

メタボ解消運動講座の開催 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

 

連携課 

地域保健課 

● ● ●    

内
容 

特定健 診結 果で メタ ボ判 定を受 けた 等

生活習 慣の 改善 が必 要と される 人に 対

し、望ましい運動習慣が持てるよう、体

力測定 や健 康運 動指 導士 による 運動 実

技を取り入れた運動講座を開催します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

糖尿病予防教室の開催 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

 

連携課 

地域保健課 

● ● ● ● ●  

内
容 

血糖値 が高 めな ど糖 尿病 の発症 リス ク

が高い市民やその家族を対象に、運動の

実技など、糖尿病の予防のための食事や

運動に つい て実 践的 に学 べる健 康講 座

を開催します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

肥満者に対する保健指導の実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

連携課 

国保年金課 

● ● ●  ●  

内
容 

国民健 康保 険特 定健 診の 集団健 診会 場

にて肥満基準に該当する人に対し、保健

師や管 理栄 養士 が生 活習 慣の改 善を 促

すための保健指導を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

４ 

市民栄養相談・市民健康相談の実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 
健康政策課 

地域保健課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

生活習慣病予防及び重症化予防のため、

管理栄 養士 や保 健師 が健 康づく りや 食

生活に関する個別相談に応じます。治療

中の市民などを対象に、必要に応じて主

治医と 連携 した 病態 別の 栄養相 談を 行

います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

５ 

ハイリスク産婦への保健指導の実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

地域保健課 

 

連携課 

こども未来課 

● ● ● ●  ● 

内
容 

妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等の既往

や異常があった産婦に対し、赤ちゃん訪

問や乳幼児健診の機会を通じて、出産後

の体調 確認 や受 診勧 奨な ど必要 な保 健

指導を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

６ 

CKD ネットワークや糖尿病ネットワー

クにおける啓発活動の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

 

連携課 

地域保健課 

●      

内
容 

CKD（慢性腎臓病）や糖尿病の発症予防

または 重症 化の 予防 につ いて市 民の 理

解を深められるよう、市民を対象とした

講演会 を開 催す るな ど関 係機関 が参 画

する各 ネッ トワ ーク を通 じた啓 発活 動

を推進します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

重点施策  
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４．生活習慣病予防を見据えた歯周病対策とオーラルフレイル対策 

の推進 

 

 

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

７ 

CKD ネットワークや糖尿病ネットワー

クを通じた保健指導体制の強化 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

地域保健課 

 

連携課 

国保年金課 

● ● ● ●   

内
容 

特定健診受診の結果、腎不全や糖尿病の

発症リ スク が高 いと 思わ れる国 民健 康

保険加入者に対し、保健師や管理栄養士

が受診 の勧 奨や 生活 習慣 の改善 を促 す

保健指導を行います。また、スタッフ研

修の実施など資質の向上を図ります。さ

らに、相互連携が円滑になるよう、関係

機関と とも にネ ット ワー ク体制 を整 え

ていきます。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

歯周病検診の実施と体制の充実 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

●    ●  

内
容 

生涯を 通じ た歯 科疾 患の 予防等 によ る

口腔機能の保持等を目的に、口腔ケアの

教育も含めた歯周病検診を実施します。

また、医療、労働衛生その他関係者との

相互連携を図り、歯周病検診の個別検診

体制を構築し受診率の向上を図ります。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

関係機関と連携したオーラルフレ

イルチェックの推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

健康政策課 

地域保健課 

 

連携課 

高齢者支援課 

 

●    ●  

内
容 

薬局など市民に身近な機関と連携し、オ

ーラル フレ イル のチ ェッ クを行 いな が

ら口腔 機能 の維 持増 進の 重要性 を啓 発

するとともに、歯科受診の必要性が高い

市民に 対す る受 診勧 奨を 行いま す。 ま

た、ご近所さんの運動教室等の高齢者の

通いの場で、オーラルフレイルについて

啓発を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

住民歯科会議の開催 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

健康政策課 

地域保健課 

連携課 

保育幼稚園課 

高齢者支援課 

●    ●  

内
容 

保健、医療、教育、労働等の幅広い関係

機関や学識経験者、一般市民を構成員と

する協 議体 の設 置に より 歯科保 健推 進

体制を整備し、歯科保健対策の充実を図

ります。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

新
規
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市民の生活圏に即した健康づくり活動の推進 

 市民が、地域や職場など身近な生活圏において健康づくりの情報や機会が得られ、地域や職場全体

の健康度が向上するよう、支援活動や環境整備を行います。 

１． 地域に軸足を置いた健康づくりの推進とフレイル予防のための

啓発・環境整備 

 

 

 

取組施策  重点施策  

１ 
地域に軸足を置いた健康づくりの推進とフレイル予防のための啓発・環境

整備  
 

２ 事業所への健康づくり支援の充実   

３ 安心して生み育てることができる地域づくりの推進   

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

お出かけ健康相談の拡充 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 地域保健課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

市民の健康意識の向上を図るため、保健

師等が 地域 の商 業施 設や イベン ト等 に

出向き 簡易 健康 チェ ック や健康 相談 等

を実施する「お出かけ健康相談」を拡充

します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

富士市まちの保健室の開設 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 地域保健課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

地区住 民が 居住 地区 で気 軽に健 康相 談

等を受けることができるよう、保健師が

まちづ くり セン ター など の地域 へ出 向

く「富士市まちの保健室」を開設します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

骨の健康相談 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 地域保健課 

● ● ●    

内
容 

骨粗鬆 症や ロコ モテ ィブ シンド ロー ム

の予防のため、まちづくりセンターやフ

ィランセにおいて、推定骨量の測定や骨

の健康 づく りに 関す るア ドバイ ス等 を

行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

基本施策  
３ 
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２． 事業所への健康づくり支援の充実 

 

  

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

４ 

フレイル予防に関する啓発と 

フレイルチェックの実施 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

地域保健課 

 

連携課 

高齢者支援課 

健康政策課 

 ● ●  ● ● 

内
容 

健康寿命の延伸のため、ご近所さんの運

動教室 等の 高齢 者の 通い の場で フレ イ

ルチェックを行い、フレイル予防の啓発

を行います。また、地方紙等でフレイル

予防に つい ての 情報 提供 や、健 康推 進

員、食生活推進員に対して、フレイル予

防の教育を行います。  

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

５ 

フレイル予防を推進する町内単位の 

通いの場の拡充と活動支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

地域保健課 

 

連携課 

高齢者支援課 

健康政策課 

●  ●  ●  

内
容 

ご近所 さん の運 動教 室や 料理教 室に 加

え、いきいきサロンや悠容クラブなども

含めた 町内 単位 での 通い の場の 設置 を

目指し、関係機関と連携して計画的に拡

大します。また、各教室において、継続

して健 康管 理が 実施 でき るよう 支援 し

ます。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

１ 

ふじ職域健康リーダーの設置推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 地域保健課 

●      

内
容 

地方紙等で、事業所に対して実施してい

る健康支援事業「ふじ職域健康リーダ

ー」の活動内容を紹介し、事業所へ「ふ

じ職域健康リーダー」の設置を促しま

す。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

事業所での健康講座・相談 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 
地域保健課 

健康政策課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

健康経営の一助となるよう、勤労者への

健康づくりを支援するため、県や職域関

係機関等と連携して、保健師・栄養士等

による健康講座や健康相談、健康チェッ

クなどの利用を進めます。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 
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３． 安心して生み育てることができる地域づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

未来のパパママ支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 地域保健課 

     ● 

内
容 

妊婦及 びそ の配 偶者 が安 心して 地域 で

生み育てることができるよう、身近に居

住する先輩パパママ等とのつながりや、

子育て 支援 セン ター 等の 社会資 源と の

つながりを図る交流事業を開催します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

子育て支援啓発事業の推進 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 地域保健課 

     ● 

内
容 

市民が 子育 てし てい る家 庭に関 心を 持

ち、温 かい まな ざし が向 けられ るよ う

に、子育てを取り巻く現状と課題を伝え

て子育て支援の重要性を啓発します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

主任児童委員等の見守り支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

● 

地域保健課 

 

連携課 

福祉総務課 

     ● 

内
容 

育児不安が強い、身近に育児相談者がい

ないなど、地域のサポートが必要な家庭

に主任児童委員、民生委員・児童委員等

が見守り訪問等支援を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 
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健康づくりを拡げる人材の養成と活用 

 健康づくりの輪を拡げるため、地域や職場において健康づくりを啓発する人材を広く養成します。また、

健康づくりを協働で取り組む団体や民間企業等と連携した健康づくりを推進します。  

１． 健康づくりを自ら実践し地域に推奨する人材の養成 

 

取組施策  重点施策  

１ 健康づくりを自ら実践し地域に推奨する人材の養成   

２ 既存団体や民間企業等の人材への健康教育と連携した健康づくり活動の推進   

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

1 

健康推進員の養成と活動支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

地域保健課 

 

協力課 

健康政策課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

地域で 健康 づく り活 動を 推進す る健 康

推進員に対し、健康づくりに関する知識

や技術 の向 上を 図る 養成 研修を 行い ま

す。また、地域での健康づくり活動に対

する支援を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

健康広げ隊の活動支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 地域保健課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

主体的 に健 康づ くり 活動 を行う 健康 推

進員 OB からなる「健康広げ隊」に対し、

円滑に活動が実施できるよう、活動支援

や研修等を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

３ 

食生活推進員の養成と活動支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 

地域保健課 

 

協力課 

保健医療課 
（ 食育 推 進 室 ）  

社会教育課 

●  ●  ●  

内
容 

地域に おい て主 に食 に関 する健 康づ く

り活動を推進する食生活推進員に対し、

食に関 する 知識 や技 術の 向上を 図る 養

成研修を行います。また、地域での活動

に対する支援を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

４ 

介護予防サポーターの養成と活動支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 地域保健課 

● ● ●  ● ● 

内
容 

ご近所さんの運動教室等、地域の通いの

場で活 動す る介 護予 防サ ポータ ーの 養

成を行います。また、現任の介護予防サ

ポーターに対し、研修や交流会等を実施

し活動を支援します。理学療法士や栄養

士、歯科衛生士等健康づくりの専門職を

派遣し、活動をサポートしていきます。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

基本施策  
４ 
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２． 既存団体や民間企業等の人材への健康教育と連携した    

健康づくり活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組事業 健康づくり推奨行動 
地区 

活動 
担当課 

１ 

ふじ職域健康リーダーの活動支援 

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 地域保健課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

ふじ職域健康リーダーに対し、勤労者の

健康づくり活動を支援するために、健康

情報の提供をします。また県と連携して

研修会を開催します。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

２ 

既存団体や民間企業等の人材に 

対する健康教育の実施  

健 康

管 理 
運動 食生活  たばこ  歯口 

休 養  

こ ころ 

 健康政策課 

● ● ● ● ● ● 

内
容 

健康づ くり を協 働で 推進 する関 係団 体

や民間 企業 等の 人材 に対 し、健 康ふ じ

21 計画への理解向上を図るため、健康

教育を行います。 

計
画
期
間 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 実施 実施 実施 実施 

こころの健康づくりに関する取組は、平成 31 年 3 月策定の

「富士市自殺対策計画」においても推進しています。  

今後は自殺対策計画に基づき積極的に推進する分野と位置づ

け、取組の進捗管理を行っていきます。 

※ こころの健康づくりに関する取組について 

新
規
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 SDGs

エスディージーズ

（持続可能な開発目標）の達成に向けて 

1. SDGs と本市の取組 

SDGs とは、2015 年 9 月の国連サミットで採択された、2016 年から 2030 年までの国際目標です。持

続可能な世界を実現するために 17 のゴールと 169 のターゲットで構成され、地球上の「誰一人として取り

残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境の三側面から統合的に取り組むとしています。 

平成 31 年 1 月に開催された「SDGs 全国フォーラム 2019」において、「SDGs 日本モデル」が宣言さ

れました。地方自治体が地方創生や SDGs の達成に向けて、自治体を含む多様な主体とのさらなる連携

を通じて社会課題解決を図っていくとし、本市もこの趣旨に賛同し、SDGs の推進に取り組むと宣言してい

ます。本計画の上位計画である「第六次富士市総合計画」は、SDGs の理念を盛り込み、その達成に繋が

る計画として策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. SDGs と健康づくり 

市民の健康増進や地域における健康づくり活動は、ゴール 3 の「あらゆる年齢の全ての人々の健康的

な生活を確保し、福祉を促進する」に係るものとして位置づけられます。 

特に、ゴール 3 のターゲット 3.4 「2030 年までに，非感染性疾患による若年死亡率を，予防や治療を

通じて 3 分の 1 減少させ，精神保健及び福祉を促進する」にある、非感染性疾患による若年死亡率の減

少は、本市の健康課題と重なります。 

非感染性疾患とは、人から人へ伝染することなく長期間に渡り一般的に緩やかに進行する疾患であり、

心筋梗塞や脳卒中などの循環器疾患やがん、慢性呼吸器疾患、糖尿病などの生活習慣病が挙げられ、

NCDs（NonCommunicable Diseases）と呼称されることもあります。主な原因は、喫煙やアルコールの摂取、不

健康な食事や運動不足が原因であるため、これらを改善する対策が必要といわれています。 

本計画の推進が SDGs の達成に向けての一助となるよう、取り組んでいきます。 
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あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する   
タ ーゲ ッ ト  指 標  

3.1 2030 年 ま で に 、世 界 の 妊 産 婦の 死 亡率 を 出 生 10 万人

当 たり 70 人 未満 に 削 減 する  

3.1.1 妊 産婦 死 亡 率  

3.1.2 専 門技 能 者 の 立 会い の 下 で の出 産 の 割合  

3.2 す べ ての 国 が 新 生 児死 亡 率 を 少 な く と も出 生 1,000 件

中 12 件以 下 ま で 減ら し 、 5 歳 以 下 死亡 率 を 少 な くと も

出 生 1,000 件 中 25 件 以 下 ま で 減 らす こ と を 目 指し 、

2030 年 ま でに 、 新 生 児及 び  5 歳 未満 児 の 予 防 可能 な

死 亡を 根 絶 す る  

3.2.1 5 歳 未 満児 死 亡 率  

3.2.2 新 生児 死 亡 率  

3.3 2030 年 まで に 、 エ イズ 、 結 核 、 マ ラリ ア 及 び 顧 みら れ

な い 熱 帯 病 と い っ た 伝 染 病 を 根 絶 す る と と も に 肝 炎 、 水

系 感染 症 及 び そ の他 の 感 染 症に 対 処 する  

3.3.1 
非 感染 者 1,000 人 当 たり の 新 規 HIV 感 染 者 数 （性 別 、

年 齢及 び 主 要 層 別）  

3.3.2 10 万人 当 た り の結 核 感 染 者 数  

3.3.3 1,000 人 当 たり の マ ラ リア 感 染 者 数  

3.3.4 10 万人 当 た りの B 型 肝炎 感 染 者 数  

3.3.5 
「 顧み ら れ な い 熱帯 病 」（ NTDｓ ）に 対し て 介 入 を 必要 と

し てい る 人 々 の 数  

3.4 2030 年 まで に 、 非 感染 性 疾 患 に よ る若 年 死 亡 率 を、 予

防 や治 療 を 通 じて 3 分 の 1 減 少 さ せ 、精 神 保 健 及 び福 祉

を 促進 す る  

3.4.1 
心 血管 疾 患 、癌 、糖 尿病 、又 は 慢 性 の 呼吸 器 系 疾 患 の死 亡

率  

3.4.2 自 殺率  

3.5 薬 物 乱 用 や ア ル コ ー ル の 有 害 な 摂 取 を 含 む 、 物 質 乱 用 の

防 止・ 治 療 を 強 化す る  3.5.1 

薬 物 使 用 に よ る 障 害 の た め の 治 療 介 入 （ 薬 理 学 的 、 心 理

社 会的 、リ ハ ビ リ 及び ア フ タ ーケ ア・サー ビ ス ）の 適 用範

囲  

3.5.2 

１ 年間 （ 暦 年 ） の純 ア ル コ ール 量 に おけ る 、（ 15 歳 以 上

の ） １ 人 当 た り の ア ル コ ー ル 消 費 量 に 対 し て の 各 国 の 状

況 に応 じ 定 義 さ れた ア ル コ ール の 有 害な 使 用 （  ）  

3.6 2020 年 まで に 、 世 界の 道 路 交 通 事 故に よ る 死 傷 者を 半

減 させ る  
3.6.1 道 路交 通 事 故 に よる 死 亡 率  

3.7 2030 年 まで に 、 家 族計 画 、 情 報 ・ 教育 及 び 性 と 生殖 に

関 す る 健 康 の 国 家 戦 略 ・ 計 画 へ の 組 み 入 れ を 含 む 、 性 と

生 殖 に 関 す る 保 健 サ ー ビ ス を す べ て の 人 々 が 利 用 で き る

よ うに す る  

3.7.1 
近 代 的 手 法 に 立 脚 し た 家 族 計 画 の た め の ニ ー ズ を 有 す る

出 産可 能 年 齢 （15～49 歳 ） に あ る 女性 の 割 合  

3.7.2 
女性 1000 人 当 たり の 青 年 期（ 10～ 14 歳；15～ 19 歳）

の 出生 率  

3.8 す べ て の 人 々 に 対 す る 財 政 保 障 、 質 の 高 い 基 礎 的 な ヘ ル

ス ケ ア ・ サ ー ビ ス へ の ア ク セ ス 、 お よ び 安 全 で 効 果 的 、

か つ 質 が 高 く 安 価 な 必 須 医 薬 品 と ワ ク チ ン の ア ク セ ス 提

供 を含 む 、 ユ ニ バー サ ル ・ ヘル ス ・ カバ レ ッ ジ （UHC）

を 達成 す る 。  

3.8.1 

必 要 不 可 欠 の 公 共 医 療 サ ー ビ ス の 適 応 範 囲 （ 一 般 及 び 最

も 不利 な 立 場 の 人々 に つ い ての 、生 殖 、妊 婦 、新 生 児 及び

子 供の 健 康､伝 染 病、非 伝 染 病、サ ー ビス 能 力 と ア クセ ス

を 含 む ト レ ー サ ー 介 入 を 基 と す る 必 要 不 可 欠 な サ ー ビ ス

の 平均 的 適 応 範 囲と 定 義 さ れた も の ）  

3.8.2 家 計収 支 に 占 め る健 康 関 連 支出 が 大 きい 人 口 の 割 合  

3.9 2030 年 まで に 、 有 害化 学 物 質 、 な らび に 大 気 、 水質 及

び 土 壌 の 汚 染 に よ る 死 亡 及 び 疾 病 の 件 数 を 大 幅 に 減 少 さ

せ る  

3.9.1 家 庭内 及 び 外 部 の大 気 汚 染 によ る 死 亡率   

3.9.2 

不 衛 生 な 水 、 不 衛 生 な 施 設 及 び 衛 生 知 識 不 足 （ 全 て の 人

の ため の 安 全 な 上下 水 道 と 衛生 (WASH）サ ー ビ ス が得 ら

れ ない 環 境 に 晒 され て い る ）に よ る 死亡 率  

3.a 

 

す べ て の 国 々 に お い て 、 た ば こ の 規 制 に 関 す る 世 界 保 健

機 関枠 組 条 約 の 実施 を 適 宜 強化 す る  
3.a.1 15 歳以 上 の 現 在の 喫 煙 率 （ 年齢 調 整さ れ た も の ）  

3.b 主 に 開 発 途 上 国 に 影 響 を 及 ぼ す 感 染 性 及 び 非 感 染 性 疾 患

の ワ ク チ ン 及 び 医 薬 品 の 研 究 開 発 を 支 援 す る ． ま た 、 知

的 所有 権 の 貿 易 関連 の 側 面 に関 す る 協定 （ TRIPS 協 定 ）

及 び 公 衆 の 健 康 に 関 す る ド ー ハ 宣 言 に 従 い 、 安 価 な 必 須

医 薬 品 及 び ワ ク チ ン へ の ア ク セ ス を 提 供 す る ． 同 宣 言 は

公 衆 衛 生 保 護 及 び 、 特 に す べ て の 人 々 へ の 医 薬 品 の ア ク

セ ス 提 供 に か か わ る 「 知 的 所 有 権 の 貿 易 関 連 の 側 面 に 関

す る 協 定 （ TRIPS 協 定 ）」 の 柔 軟 性 に 関 す る 規 定 を 最 大

限 に行 使 す る 開 発途 上 国 の 権利 を 確 約し た も の で ある  

3.b.1 
各 国 ご と の 国 家 計 画 に 含 ま れ る 全 て の 薬 に よ っ て カ バ ー

さ れて い る タ ー ゲッ ト 人 口 の割 合  

3.b.2 薬 学研 究 や 基 礎 的保 健 部 門 への 純 ODA の合 計 値    

3.b.3 
必 須 で あ る 薬 が 、 入 手 可 能 か つ 持 続 可 能 な 基 準 で 余 裕 が

あ る健 康 施 設 の 割合  

3.c 開 発 途 上 国 、 特 に 後 発 開 発 途 上 国 及 び 小 島 嶼 開 発 途 上 国

に お い て 保 健 財 政 及 び 保 健 人 材 の 採 用 、 能 力 開 発 ・ 訓 練

及 び定 着 を 大 幅 に拡 大 さ せ る  

3.c.1 医 療従 事 者 の 密 度と 分 布  

3.d す べ て の 国 々 、 特 に 開 発 途 上 国 の 国 家 ・ 世 界 規 模 な 健 康

危 険 因 子 の 早 期 警 告 、 危 険 因 子 緩 和 及 び 危 険 因 子 管 理 の

た めの 能 力 を 強 化す る  

3.d.1 国 際保 健 規 則 (IHR) キ ャパ シ テ ィ と衛 生 緊 急 対 策  
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計画の評価指標 

1. 指標設定の考え方 

国は、“健康寿命のあり方に関する有識者研究会報告書（平成 31 年 3 月公表）”にて、「2040 年（令和

22 年）までに男女ともに健康寿命を 3 年以上延伸する」という目標を公表しました。これは、平均寿命が令

和 22 年までに平成 28 年比で男性は 2.29 年、女性は 2.50 年延伸すると推計されていることを踏まえ、

健康寿命の伸びが平均寿命の伸びを上回ることを目指したものです。この延伸目標が達成されれば、平

均寿命との差が短縮し、不健康な期間あるいは要介護期間は短縮することが見込まれます。 

平成 28 年の健康寿命は、男性 72.14 年、女性は 74.79 年であることから、令和 22 年までの具体的な

目標値は、男性は 75.14 年以上、女性は 77.79 年以上となります。 

これを受け、国は令和元年に「健康寿命延伸プラン」を策定し、計画の目標値として定めました。 

表 1 健康寿命延伸プランにおける目標値（全国） 

目 標 2040 年までに男女ともに健康寿命を３年以上延伸する 

 

健康寿命 

平成 28 年 

（2016 年） 

 

令和 22 年 

（2040 年） 

基準 目標 

男性 72.14 年 75.14 年 

女性 74.79 年 77.79 年 

 

  

国の算出方法と同様に市町村の健康寿命を算出することは、算出に一定程度の人口規模が必要であ

ることから事実上不可能とされています。 

そのため報告書では、毎年かつ地域ごとに算出できる補完的指標を活用するべきとし、要介護度を活

用した「日常生活動作が自立している期間の平均（要介護 2 以上になるまでの期間）」を補完的指標とし

て利用する考え方を示しています。 
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2. 計画目標値 

本市では国の報告書の考え方を踏まえ、本計画の目標である「健康寿命の延伸」を評価するため、「日

常生活動作が自立している期間の平均」を評価指標とし、令和 22 年までに日常生活動作が自立してい

る期間の平均が平均余命の伸びを上回ることができるよう、「日常生活動作が自立している期間の平均が

現状値よりも延伸している」ことを本計画の目標値とします。 

 

上位指標 

現状値 

 

第 3 次計画 

目標値 

 

（参照） 

未来目標 

基準年 令和元年度 
（201９ 年 度 ） 

評価年 令和 8 年度 
（2026 年 度 ） 

令和 22 年 
（2040 年 ） 

日常生活動作が 

自立している 

期間の平均 

男性 79.4 年 
現状値より 

延伸している 

平均余命の 

伸びを 

上回る 女性 83.9 年 

3. 成果指標 

計画目標値を達成するために、計画の成果指標を掲げ取組を推進していきます。 

成果指標 現状値 目標値 データ出典 

1 
健康と思っている市民割合の 

増加 
86.9% 88.0％ 富 士市  市民 健 康 意 識 調査  

2 習慣的喫煙者割合の減少 25.2％ 23.0％ 
静 岡県 /特定 健 診 ・ 特 定保 健 指 導 に

係 る健 診 等 デ ー タ報 告 書  

3 大腸がん検診受診率の向上 7.7％ 9.0％ 地 域保 健 ・ 健 康 増進 事 業 報 告  

4 21 時までに就寝する幼児の増加 57.1％ 60.0％ 3 歳 児 健康 診 査 問 診 票  

5 肥満者割合の減少 39.1％ 37.0％ 
静 岡県 /特定 健 診 ・ 特 定保 健 指 導 に

係 る健 診 等 デ ー タ報 告 書  

6 
就寝前 2 時間以内の夕食摂取者割

合の減少 
24.7％ 22.0％ 

静 岡県 /特定 健 診 ・ 特 定保 健 指 導 に

係 る健 診 等 デ ー タ報 告 書  

7 
健康のために意識的に体を動かす

または運動をしている市民の増加 
57.6% 60.0％ 富 士市  市民 健 康 意 識 調査  

8 
1 年に 1 回以上定期的に歯の検診

を受けている者の増加 
43.1％ 46.0％ 富 士市  市民 健 康 意 識 調査  

9 
口腔機能が低下傾向にある高齢者

割合の減少 
28.3％ 27.0％ 

KDB シス テ ム  

後 期高 齢 者 健 康 診査 （ 質 問 票）  

10 
週に 1 回以上外出している高齢者

の増加 
90.5％ 92.0％  

KDB シス テ ム  

後 期高 齢 者 健 康 診査 （ 質 問 票）  

11 
子育てを楽しいと思う保護者 

割合の増加 
89.2％ 92.0％ 3 歳 児 健康 診 査 問 診 票  
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4. 施策目標値 

  基本施策の推進を評価するため、すべての取組事業に対し目標値を設定し評価していきます。 

 以下は、各基本施策に対する主な取組事業とその目標値です。 

基本施策１ 予防・検診・受診・共生までの一貫したがん対策の充実 

取 組

NO. 
主な取組事業 

成果を計る具体的な 

取組・指標 
現状値 目標値 

1.1.1 
喫煙の健康リスクや受動喫煙

防止に関する啓発の推進 

富士市版啓発リーフレット

の作成・配布 
  累計 4,000 部 

1.2.3 
がん検診の受診機会の拡充と

受診体制の整備 
会場型検診の実施   実施 

1.3.1 
がん検診精密検査未受診者対

策の推進 

5 がん検診の精密検査受診

率の平均 
82.2％ 

（ 平成 29 年 度） 
90.0％ 

基本施策２ ライフステージに応じた生活習慣病予防と重症化予防の強化 

取 組

NO. 主な取組事業 
成果を計る具体的な 

取組・指標 
現状値 目標値 

2.1.1 
母子保健事業における生活習

慣形成の啓発 

幼児健診対象者への富士市版

啓発リーフレットの配布割合 
99.5％ 

（ 令和 2 年 度 ） 
100.0％ 

2.2.1 
20 時までに食べよう夜 ごは

ん運動の推進 
運動実施連携機関の増加   15 機関 

2.2.4 ふじ健康ポイント事業の実施 
ふじ健康ポイント事業登録

者数の増加 
2,423 人 

（ 令和 2 年 度 ） 
8,000 人 

2.3.3 
肥満者に対する保健指導の実

施 

国保集団健診会場での肥満

該当者への保健指導実施率 
53.3％ 

（ 令和 2 年 度 ）  
70.0％ 

2.3.7 

CKD ネットワークや糖尿病ネ

ットワークを通じた保健指導

体制の強化 

連絡票返信率の増加 
50.9％ 

（ 令和 2 年 度 ） 
78.0％  

2.4.2 
関係機関と連携したオーラル

フレイルチェックの推進 

オーラルフレイルチェック

リストの作成・配布 
  累計 4,000 部 

基本施策３ 市民の生活圏に即した健康づくり活動の推進 

取 組

NO. 主な取組事業 
成果を計る具体的な 

取組・指標 
現状値 目標値 

3.1.2 富士市まちの保健室の開設 まちの保健室開設数の増加 
5 地区 

（ 令和 2 年 度 ） 
26 地区 

（ 市内 全 地 区 ） 

3.1.5 
フレイル予防を推進する町内単位

の通いの場の拡充と活動支援 
ご近所さんの運動（料理）

教室 新規設置数 
61 教室 

（ 令和 2 年 度 ） 
86 教室 

（年 5 教 室 増 ） 

3.3.1 未来のパパママ支援 事業参加率の増加 
45.3％ 

（ 令和 2 年 度 ） 
65.0％ 

基本施策４ 健康づくりを拡げる人材の養成と活用 

取 組

NO. 主な取組事業 
成果を計る具体的な 

取組・指標 
現状値 目標値 

4.1.1 健康推進員の養成と活動支援 
合同研修の開催・26 地区

定例会での学習 
年 180 回 

（ 令和 2 年 度 ） 
年 279 回 

4.2.2 
既存団体や民間企業等の人材

に対する健康教育の実施 
研修講座の開催   年 2 回 
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推進・評価体制 

1. 健康づくり推進体制 

市民の健康寿命の延伸のため、行政機関のみならず、地域の団体や人材、関係機関、民間企業等と

積極的に連携や協働を図りながら健康づくりを推進していきます。 

また、地区単位での健康づくり活動（＝地区活動）を強化し、市民の生活圏に即した取組施策を推進し

ていきます。 

図１ 富士市における健康づくり推進体制  

 

 

 

 

 

 まちぐるみの健康づくり  

市民一人ひとりの  

健康づくり  

富士市民の健康寿命の延伸  

個人  

地域  

第 9 章 

地域人材  

活動団体  

民間企業  

労働  

関係機関  

地区団体  

教育機関  

保健医療

関係機関  

行政機関  

福祉関係

団体  

 

富士市保健部  

健康政策課  

地域保健課  

地区活動  

協働  

連携  連携  
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2. 計画の推進・評価体制 

 富士市保健部健康政策課と地域保健課課員を構成員とする「健康ふじ 21 計画推進事務局会議」にて、

進捗状況の確認等、進行管理を行います。 

また、学識経験者や関係機関・団体職員、公募市民等で構成する「富士市健康づくり推進協議会」を

設置し、評価を行うなど計画の検証に努め、必要に応じ計画の見直しを行うなど、PDCA サイクルに基づ

き本計画を着実に推進していきます。 

 

図２ 計画の推進・評価体制  
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